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序     文 
 

カンボジア王国では、1975年から1979年のポルポト政権による大量虐殺によって教員や知識人

らの有識者はことごとく失われ、人材育成システムそのものが崩壊しました。その後の政権によ

って、ある程度の再興は達成されましたが、量的な拡大に重点を置いたために、修了率の低さな

ど、質的な問題を抱えています。なかでも、理数科分野の人材については、将来的な産業の高度

化において極めて重要であり、早急な質的改善が望まれています。 

かかる状況下、我が国はカンボジア政府からの要請に基づき、高校の教員養成校である国立教

育研究所の理数科分野の教員の質の向上をめざした理数科教育改善計画プロジェクト（2000年8月

～2005年3月）や、高校理数科のカリキュラムや教科書・教員指導書の質の向上を図る高校理数科

教科書策定プロジェクト（2005年10月～2007年3月）の実施を通じ、「教育の質と効率の改善」に

寄与してきました。 

2007年7月から8月にはカンボジア教育セクターにおけるJICAの協力戦略を策定する目的で教育

プログラム策定調査を実施しましたが、その中で初等教育から前期中等教育にかけて理数科教育

の質の向上が、カンボジアの今後の発展のためにも必要な中心課題としてとらえられました。ま

た、カンボジア教育省からは、初等教育から前期中等教育にかけて理数科教員の質の向上を図る

ため、理数科教育改善計画プロジェクト（フェーズ2）（STEPSAM2）に対する再要請がありまし

た（なお、事前調査の段階で数学がコンポーネントからはずれたため、日本語の案件名は「理科

教育改善計画プロジェクト」になりました）。 

STEPSAM2は、ターゲットを理科に絞り、全国の教員養成校（初等教育教員養成校18校、前期

中等教員養成校6校）の理科の教員養成の質の向上及び前期中等教育学校の理科の現職教員研修の

実現可能なモデルの構築を目的とし、教育・青年・スポーツ省をカウンターパート機関として、

2008年9月より4年間の予定で実施されています。 

今般、プロジェクト終了約6カ月前となったため、プロジェクトの当初計画と活動実績、計画達

成状況、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）を確認し、提言と教訓につ

いて確認することを目的に、終了時評価調査を実施しました。本報告書は、同調査結果を取りま

とめたものです。 

ここに、本調査にご協力を賜りました内外関係者の皆様に深甚なる謝意を表するとともに、引

き続き本プロジェクトの実施・運営にご支援をお願いする次第です。 

 

平成24年4月 

 

独立行政法人国際協力機構 

カンボジア事務所長 鈴木 康次郎 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：カンボジア王国 案件名：理科教育改善計画プロジェクト（フェーズ2）

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署 カンボジア事務所 

協力金額（評価時点）：4.2億円 

相手国実施機関：カンボジア王国教育・青年・スポ

ーツ省（MoEYS） 

協力期間 

R/D：2008年4月11日 日本側協力機関：JICA 

4年間 

（2008年9月～2012年8月）

他の関連協力：個別専門家、ボランティア（青年海

外協力隊・シニア海外ボランティア）、草の根技術協

力、草の根無償、青年研修 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）においては、1975年～1979年のポルポト政権

による大量虐殺によって教員や知識人らの有識者はことごとく失われ、人材育成のシステムそ

のものが崩壊した。その後の政権によって教育システムの再興はある程度達成されたが、量的

な拡大に重点を置いたために、各教育課程の修了率の低さなど質的な問題を抱えている。なか

でも理数科分野の人材については将来的な産業の高度化において極めて重要であり、早急な質

的改善が望まれている。 

カンボジアの初中等教育は、6年間の初等教育（小学校）、3年間の前期中等教育（中学校）、3

年間の後期中等教育（高校）という構成になっている。小学校教員になるためには高校卒業後

に初等教育教員養成校（Provincial Teacher Training Center：PTTC、2年間）、中学教員になるため

には高校卒業後に前期中等教員養成校（Regional Teacher Training Center：RTTC、2年間）、高校

教員になるためには高校・大学卒業後に国立教育研究所（National Institute of Education：NIE、1

年間）を卒業する必要がある。これらの機関は教育・青年・スポーツ省（以下、「教育省」と記

す）の傘下にある。また、各州には州教育局（Provincial Office of Education：POE）という教育

省の出先機関があり、州レベルでの教育行政を担っている。 

JICAは、2000年8月から2005年3月までの4年8カ月間、NIEの理数科教育に係る機能・能力の向

上を目標としたカンボジア理数科教育改善計画プロジェクト（Secondary School Teacher Training 

Project in Science and Mathematics：STEPSAM）を実施した。その中で、NIEの理数科分野の教員

に対する研修を行い、その教員が講師となり、現職教員を対象とする全国ワークショップを企

画・実施し、実験解説書を作成した。その結果、NIEの理数科分野における機能や能力の向上と

いうプロジェクト目標を達成することができた。一方、STEPSAMを通じて、高校理数科のカリ

キュラムや教科書・教員指導書は、①各学年段階にふさわしくない難解な内容が含まれている、

②各単元間のつながりがない、③重要な概念が欠落している、④用語や記号が学年間で統一さ

れていない、⑤記述が抽象的で、具体的な説明・図式などが欠落しているなどの事項が認識さ

れるようになった。これらを改善すべく高校理数科教科書策定プロジェクト（The Project for 

Improving Science and Mathematics Education at Upper Secondary Level：ISMEC）を2005年から2008

年3月まで実施した。 

2007年7月から8月にはカンボジア教育セクターにおけるJICAの協力戦略を策定する目的で教

育プログラム策定調査を実施したが、その中で初等教育から前期中等教育にかけて理数科教育

の質の向上が、カンボジアの今後の発展のためにも必要である中心課題として捉えられた。ま

た、カンボジア教育省からは、2007年12月に初等教育から前期中等教育にかけて理数科教員の
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質の向上を図るため、「理科教育改善計画プロジェクト（フェーズ2）」（STEPSAM2）に対する

要請が出された。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、全国の教員養成校（Teacher Training College：TTC）（PTTC18校、RTTC6

校）の理科の教員養成の質の向上及び前期中等学校の理科の現職教員研修（In-service Training：

INSET）の実現可能なモデルの構築を目的として、教育省をカウンターパート（Counterpart：C/P）

機関として、2008年9月より4年間の予定で実施されている。 

 

（1）スーパーゴール 

対象地域の基礎教育（初等教育、前期中等教育）の質が向上する（MDGs達成への貢献）。

 

（2）上位目標 

対象地域において、理科教員の指導力が向上する。 

 

（3）プロジェクト目標 

対象地域において、理科の教員研修（教員養成及びINSET）の質が向上する。 

 

（4）成果（アウトプット） 

1）教育省の教員研修（TTC教官及び現職教員向け）を計画・実施する能力が向上する。

2）TTC（R/PTTCs）における理科教員の質が向上する。 

3）TTC（R/PTTCs）において理科の授業の継続的な改善に資する環境が整備される。 

4）対象地域において、理科教育におけるINSETの実施計画が開発される。 

 

（5）投入（評価時点・一部確定した予定を含む） 

総額：4.2億円 

1）日本側 

専門家派遣 17名（長期1名、短期16名）、128.75人月 

機材供与 

研修員受入れ 5名（第三国） 

現地業務費 32,902千円（3年次までの合計） 

2）相手国側 

C/P配置 

ローカルコスト負担 プロジェクト事務所の提供 

２．評価調査団の概要 

調査者 

総括 鈴木 康次郎 JICAカンボジア事務所長 

副総括 西方 憲広 JICA国際協力専門員 

教育計画 小林 美弥子 JICA人間開発部基礎教育第一課主任調査役 

協力計画（1） 金澤 祥子 JICAカンボジア事務所員 

協力計画（2） Pich Thyda JICAカンボジア事務所 

評価分析 田中 香 株式会社コーエイ総合研究所 

調査期間 2012年2月26日～3月15日 評価の種類：終了時評価 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認（アウトプットの達成度） 

（1）プロジェクトの成果（アウトプット） 

成果1：達成されている。 

教育省から選定されたナショナルトレーナー（National Trainer：NT）を養成し、TTCの校

長及び理科教官への研修を実施してきた。NTの研修実施能力は非常に改善されてきている。

プロジェクトの専門家の支援の下、NTがTTCへの研修計画やモニタリングを中心に実施し

ており、能力の向上が確認されている。 

また、教育省教員養成局（Teacher Training Department：TTD）が2010年に実施した教員開

発マスタープラン（2010-2014）の作成、及び2011年から開始された教員政策（Teacher Policy）

の作成に対し、プロジェクトが支援している。こうしたマスタープラン作成の過程で、TTD

の計画能力が向上したと考えられる。さらに、教員研修に係るSub-TWGがプロジェクトの

働きかけにより立ち上げられ、教育省と主要開発パートナーの構成で、2012年1月までに18

回（計画より頻繁に）開催されている。 

なお、TTDでは独自の予算を活用し、後期中等教育レベルにおける授業研究のワークシ

ョップを実施するなど、独自の取り組みが見られている。 

こうした状況から、成果1は指標をクリアしており、達成されたと判断された。 

 

成果2：ほぼ達成されている。 

PTTC及びRTTCの理科教官の質に関しては、理科知識のテスト、授業計画の評価及び授

業観察の結果から判断された。このうち、PTTCにおける理科知識に関しては、2009年に実

施されたベースライン調査結果と比べて、2011年4月に実施されたテストの結果が下回って

いる指標もあり、PDMの指標は未達成と判断された。ただし、これはベースライン調査の

受験者数が6人と少ないなかで一部受験者の点数が極端に高かったのに対し、2011年の受験

者は研修参加者全員であったことなどから、ベースライン調査での試験結果が当時のTTC

の教官全体の能力を反映しているとは言い難いと判断された。 

授業評価結果については、2011年11月に実施された調査の結果がベースライン調査の結

果を上回っており、インタビュー、授業視察等を通じて、授業の質の向上も確認できたた

め、成果2はほぼ達成と判断された。 

また、質問票調査におけるTTCの自己評価の結果からも、①教科知識、②教授法、③実

験デザイン、④授業計画、⑤態度において、プロジェクト開始前と比較してすべて改善し

ている（回答者全員が4段階評価で“非常に改善”あるいは“ある程度改善”を選択）と回

答した。 

しかしながら、関係者からの聞き取り調査及び調査団の授業観察などの結果から、PTTC

とRTTC、PTTC間、RTTC間の格差が出てきていることも確認され、格差の縮小が課題とな

っている。 

 

成果3：達成されている。 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に設定された指

標に基づく評価においては、授業計画における探求型授業（Inquiry-Based Learning：IBL）

の採用状況、探求型授業及び授業研究に関するマニュアルの開発、授業研究（Lesson Study：

LS）の実施状況、授業研究のコンセプトを採用した研修の実施状況の4つの指標から評価さ

れ、すべてにおいて達成と判断された。 

探求型授業及び授業研究の理解を高めるために、それぞれハンドブックが作成され、TTC

教官に配布されている。ただし、ハンドブックを個人で所有しているのは、プロジェクト
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の研修に参加した教員に限定されている状況であり、質問票調査の結果から、養成校の訓

練生及び実習先の学校の教員に対するハンドブックの配布について強い要望があることが

確認された。一方で、一部のTTCにおいては、独自の予算あるいは教官の判断でハンドブ

ックのコピー版が配布されており、訓練生が授業計画作成時等に活用していることが確認

された。 

TTCにおいて、探求型授業を反映した授業計画数は、計画通り増加していることも確認

された。聞き取り調査を行った5州（タケオ、カンダール、コンポンチュナン、バッタンバ

ン、シェムリアップ）のTTCによると、授業研究はほぼ計画通り実施されていると報告さ

れた。ただし、小規模TTC（特にPTTC）においては、理科教官の人数が少ないため理科だ

けで授業研究を実施するのは困難であるとの声も聞かれた。また、他科目の教官の賛同を

得にくい学校がある。 

2010年12月にPTTCカリキュラムが、2011年11月にRTTCのカリキュラムが改訂され、プロ

ジェクトの支援による探求型授業及び授業研究のコンセプトも新カリキュラムに反映され

ている。さらに、最新の教育戦略計画（Education Strategic Plan：ESP）2009-2013及びプロ

ジェクトが開発の支援を行った教員開発マスタープラン（Teacher Development Master Plan）

2010-2014にも探求型授業及び授業研究の内容が反映されており、今後の実施強化が期待で

きる。 

 

成果4：プロジェクト期間内に達成される見込みである。 

成果4は、2010年12月の中間レビューで、より本格的にINSETを展開するために、「試行的

INSETの問題点が認識され、分析される」から改訂された。 

INSETは、プロジェクト3年次の2010年10月から現在に至るまで、導入研修、各RTTCで実

施する集中研修（5日間）と各INSETの対象学校から1名参加する理科教科研修（2011年10

月から毎月開催）、校長教官研修などが実施されている。なお、この校長教官研修には、POE

（州視学官）も参加しており、現職教員養成に対する行政の巻き込みが始められているこ

とから、計画通りの回数の研修が実施されている。 

ただし、現在、POEのモニタリング活動に係る費用をプロジェクトが出しており、既存

のシステムにのっとった制度は作られていない。POEへの聞き取り調査によると、INSET

の対象校における教員の探求型授業の理解はあまり高くなく、特に後から対象校になった

30校は、まだ十分な理解が浸透していない。また、INSET対象校の校長に対する質問票調査

の結果からは、探求型授業について十分に理解しているといえる回答はなかった（記述内

容から確認）。これらの対象校については、2012年4月の研修で更なる理科の浸透を図る。

なお、指標の「現職教員研修実施計画（INSET Implementation Plan on Science）」の開発に

関しては7月に完成する予定であるため、成果4はプロジェクト期間内に達成される見込み

とした。 

 

（2）プロジェクト目標：達成されている。 

プロジェクト目標は2010年12月の中間レビューで、教員養成とINSETについてそれぞれ設

定され、2つに分かれていたプロジェクト目標が統合され現在のものとなった。 

TTCの教官の授業観察及びINSETの教員の授業案の評価からプロジェクトの目標の達成

が判断された。その結果、どちらもベースライン時よりも向上していることが確認された。

TTC教官及び生徒への聞き取り調査では、Key Questionの作り方が難しい、時間内に終わ

らせることが難しい、実験用具の確保が難しい、実験がない授業への探求型の導入の方法

がよくわからないなどのコメントが出されている。一方で、ほとんどの訓練生は小・中・

高校において、探求型の授業を受けてきた経験がなく、TTCで実施されている探求型の授
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業が好ましいと評価している。 

 

３－２ 評価結果の要約（5項目評価） 

項目 評価結果の要約 

妥当性 

Relevance 

（非常に高い） 

・カンボジアの政策に関しては、ESP 2009-2013においても、“教員研

修（INSETを含む）改善”が優先プログラムの活動として記載され

ており、対象グループであるTTCのニーズにも合致している。 

・日本のODA政策との整合性に関しては、対カンボジア国別援助計画

において教育が重点分野になっていることに加え、JICA国別援助実

施方針及び、JICAが2010年9月に発表した「JICAの教育分野の協力

－現在と未来－」において、「次代の科学技術を担う研究者や高度人

材を育成するためには、初等・前期中等レベルの理数科教育を充実

させ人材の裾野を広げることが重要であり、当該分野で比較優位を

持つ我が国の協力への期待が高い」と記載されており、本プロジェ

クトの日本のODA政策と整合性があることが確認された。 

有効性 

Effectiveness 

（高い） 

・PDMに設定されたプロジェクト目標の指標の達成は確認された。 

・教育省の研修計画・実施能力の向上（成果1）により研修が計画的に

運営されるようになり、またTTCにおける教官の質向上（成果2）及

び環境整備（成果3）により新規教員養成の研修内容が充実した。ま

た成果1の発現を踏まえ実施したINSETの経験を基に「現職教員研修

実施計画」を作成する（成果4）ことで、プロジェクト目標の達成に

貢献した。 

・授業観察、聞き取り調査の結果からも、TTCの理科教官の授業が改

善され、訓練生の理解度改善についても確認された。 

・一方、TTCにおける教材の不足や教官の時間の不足（準備）、実習校

における理解の不足が阻害要因として報告された。 

効率性 

Efficiency 

（高い） 

・日本人専門家の投入においては、時期及び専門分野など効果的に実

施された。さらに、マスタープラン作成支援専門家の追加など、効

果的に行われた。C/Pとの関係も良好である。 

・本邦研修を実施する代わりに、青年研修・インドネシアとの技術交

換が行われ、日本及び近隣国の状況の把握など、効果的に実施され

た。 

・JICA協力プログラム「理数科教育改善プログラム」の下、他のスキ

ーム（個別専門家「教育計画アドバイザー」、青年研修、ボランティ

ア等）との連携により、相乗効果を生み出している。 

・VVOB（ベルギーフランドル地方のセミ・ガバメント援助機関）と

の合同研修の実施など、開発パートナーとの連携による相乗効果も

出ている。 
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インパクト 

Impact 

（非常に高い） 

・PDMの指標からみると、INSET対象校教員及びTTC教官による授業

評価の結果は、2009年のベースライ調査結果を上回っており、達成

したと判断される。ただし、今後継続的に活動が実施されるために

は、NT等の組織化が求められる。 

・ 政策面でも、ESP2009-2013及び教員開発マスタープラン2010-2014

において、探求型授業及び授業研究が教員の必要な能力として明記

された。 

・TTDにおいても、独自の予算を用いて後期中等教育教員を対象に授

業研究に係るワークショップを実施したことが報告されている。 

・一部のTTCにおいて、実習校との合同授業研究の実施など、活動の

広がりが確認された。 

・INSETに関しては、生徒に対して科学的思考能力に関する試験が実

施され、プロジェクトが1年間活動を行った最初の対象校6校と、2011

年からの対象校30校との間に有意な差が確認され、プロジェクトの

投入が生徒の能力に影響していることが示された。 

持続性 

Sustainability 

（比較的低い） 

・教員養成に関しては、初等教育担当の視学官とTTCとの関係が希薄

であり、また予算面からもモニタリング体制が確立されていない。

また、実習校に対して探求型授業の研修等も実施されていないため、

探求型授業が十分に浸透していない。 

・TTC教官の質の担保のために、現在構想段階である国立教員研修セ

ンター（National Center for Teacher Development：NCTD）の早期設立

が望まれる。 

・INSETに関しては、TTCと現場の学校との授業の格差が確認されて

いるが、格差是正への方策が出されていない。 

・中間レビューの際にも確認したが、2010年に教育省が発表した教員

開発マスタープランにおいて、定期的なINSET制度に係る政治的コ

ミットメントがなされたが、いまだ人的・財政的コミットメントに

ついて確認されていない。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

TTCは、教員の質の向上を担保する組織であり、全対象校（6RTTC、18PTTC）を対象と

した支援は適切であると判断される。 

また、プロジェクトに長期専門家（直営）を配置したことにより、継続した活動を行う

ことが可能となった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

他ドナーとの積極的な協調、JICA協力プログラム「理数科教育改善プログラム」の中で、

日本の他スキーム（個別専門家「教育計画アドバイザー」、青年研修、ボランティア等）と

の連携により、相乗効果を生み出している。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

本プロジェクトでは、2011年12月の中間レビュー調査の結果、INSETを当初計画よりも本

格的に実施することとなった。プロジェクトとしてはその変更に十分対応してきているが、

プロジェクトの設計としてINSETについてはプロジェクト期間後半2年間のみの取り組みで

あるため、「持続性」等に記載されているとおり、現段階ではモニタリング体制の確立や、

教育実習校における研修内容の浸透度が必ずしも十分ではない状況となっている。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

成果2に関し、ベースライン調査で収集した情報が十分でなかったために、指標に基づく

評価を適切に行うことができなかった。 

 

４．結 論 

今回の調査結果から、プロジェクトは理科授業の質を向上するという目標の達成に向けて活

動を行っていると判断できた。PDMに設定されている指標についてもほぼ達成している。した

がって、プロジェクトは予定通りに終了することとする。 

また、ESP、教員開発マスタープランやTTCのカリキュラムへの探求型授業及び授業研究の導

入など政策レベルの効果的なインパクトを発現していることが確認され、探求型授業及び授業

研究がカンボジアにおける理科の授業の質の向上に貢献していることが確認された。 

理科教官の指導能力や授業の質が向上し、さらに訓練生はこれらの教授法を好み、教員にな

った際にもその手法を活用する意思を持っており、実際に2011年の卒業生が実施していること

も確認された。 

一方で、以下の課題があげられる。 

教員養成に関しては、PTTCとRTTC、PTTC間、RTTC間の格差が確認されており、この格差是

正に係る方策が必要である。特にPTTCに関しては、多くの実習校においては探求型授業や授業

研究に係る研修が実施されておらず、モニタリング体制も確立されていない。持続性に関し懸

念が残る。 

INSETに関しては、RTTCと一般校の授業内容の格差が見られるとともに、一般校への普及に

係る計画が確認されていない。また、制度構築に関して、カンボジアから人的・財政的コミッ

トメントについて確認されていない。 

 

５．提言と教訓 

５－１ 提 言 

【プロジェクト期間終了までに実施すること】 

（1）国立教員研修センター、地域教員研修センター、州教員研修センターの詳細計画の共有

教育省から、カンボジアにおける包的な教員研修を司る国立教員研修センター（National 

Center for Teacher Development：NCTD）、地域教員研修センター（Regional Center for Teacher 

Development：RCTD）、州教員研修センター（Provincial Center for Teacher Development：PCTD）

に係る計画が共有された。本計画は、カンボジアのすべての教員にとって、将来、継続的

専門能力開発（Continuing Professional Development：CPD）の機会創出に貢献することが期

待される。 

本計画は、今後、ESPの後半期間（2011-2013）に統合予定であり、同年3月後半開催予定

の首相を交えた教育年次協議において関連省庁及びドナーに対し、概要が報告される予定

であるが、少なくともプロジェクト終了前までには、より具体的な計画（内容、時期、ス

ケジュール、担当部署、予算・人的手当等）の共有が求められる。 
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（2）TTC間の格差 

「３－２」の上記5項目評価「有効性」でも指摘したが、TTC間の格差が広がっている。

特にPTTC間では格差が深刻であり、青年海外協力隊や他のドナー・NGOの介入がないため、

比較的持続性が低いと懸念されるPTTC対して、以下の方策が必要である。 

1）PTTC間の知見共有型セミナーの実施 

本プロジェクト終了までに「モデル」となるPTTC（タケオなど）と他の養成校との経

験・情報共有の機会を通じ、今後のネットワーク体制の布石を講じる。 

2）POEの巻き込み 

特に初等教育視学官に対し、探求型授業と授業研究に係る基本的な研修が必要。 

 

（3）生徒レベルにおけるインパクトの確認 

中間レビューの提言を受け、2011年11月にプロジェクトにより、現職教員研修対象校生

徒に対する科学的思考力を問う試験が実施された。本結果において、対象校と統制群を比

較したところ、対象校における点数がやや高いことが統計的有意をもって証明された。今

後、定期的な現職教員研修制度構築に向け必要なデータを把握すべく、プロジェクト終了

前の2012年5月に同じ試験を8年生に対して実施し、生徒レベルにおけるインパクトを確認、

成果をまとめる必要がある。 

 

【プロジェクト終了後に向けた提言】 

（1）中核となる人材の活用 

NTは、STEPSAM2が提唱する探求型授業や授業研究に関する専門性が高く、技術的にか

つ実務的に助言を行うことができる。教育省はこれらの人材をプロジェクト終了後に教員

養成の重要な人材として活用するとともに、今後開始されるINSETの核となる人材として具

体的な組織作りの一環として活用すべきと考える。特に、現在、教育省が構想を練ってい

るNCTD、RCTD、PCTDにおける人材として活用すべきである。 

また、彼らのキャリアの中でのSTEPSAM2の経験を既存のシステムにおいて、昇格・昇

進時に考慮するよう提言する。 

 

（2）INSETの強化・INSETシステムの確立 

2010年に教育省から「教員開発マスタープラン」が発表され、2013年までに定期的なINSET

に係るアクションプランを策定することが戦略として掲げられた。これら教育省の動向を

受け、中間レビュー時にSTEPSAM2はこれまでの教員養成中心型だけではなく、INSETも同

等のバランスで実施することとなった。 

一方、教育省は「教員開発マスタープラン」において定期的なINSETに係る政治的なコミ

ットメントを発表したが、同プランを実施するための以下の3点に関し、必要な措置を取る

よう提言する。 

1）INSETを担当する専門官及び事務職員の配置 

2）INSETを担当する部署の一元化 

3）必要な財政措置 

 

（3）POEの役割強化 

定期的なINSETを進めるにあたり、現場の学校視察及びモニタリングを担当するPOEの役

割は大変重要である。一方、今回の調査において、POEでは、①視学官が十分に配置され

ていない、②モニタリング経費（交通費など）不足、③探求型授業や授業研究に係る知識・

能力不足などの課題が確認された。 
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今後、INSET制度を構築するにあたり、POEを十分に巻き込み、視学官の能力開発のため、

例えば探求型授業や授業研究に係る基本的な研修を行うなどの取り組みが必要である。 

 

（4）他ドナーとの連携 

教育省は、本プロジェクトでの経験を教育省内部のみならず、他ドナーとも共有すべき

である。 

特に、ADBによる第3次教育セクター開発プログラムESDP IIIのプロジェクト準備技術援

助（Project Preparation Technical Assistance：PPTA）とは、プロジェクト及びJICAカンボジア

事務所で既に今後の連携に関し、協議を進めつつある。現時点では、JICA及びADBにおい

て次期計画を策定段階である。今後、教育省がイニシアティブをもってJICAとADBの協力

を連携・調整していくことが期待される。なお、JICAは後継案件のSTEPSAM3において技

術協力を、ADBは財政支援を行うなど、相互補完のグッド・プラクティスとなることが期

待されている。 

 

５－２ 教 訓 

（1）政策レベルへの効果発現 

「３－２」の5項目評価「インパクト」の項目に記載のとおり、ESPや教員開発マスター

プラン、改訂されたカリキュラムにおいて、授業研究及び探求型授業が教育省の強いコミ

ットメント及びリーダーシップの下、政策文書に明記された。また、プロジェクトが積極

的に教員研修Sub-TWGに参加し、技術的支援を行うことで、必要な情報を得てタイミング

良く対応することができ、教育省と開発パートナーの双方から教員研修分野における第一

人者であると認められ、政策決定にかかわるようになった。先方政府関係者及び他ドナー

との信頼関係構築、継続的な情報収集、時機を得た関係者への積極的な情報発信が効果発

現の鍵である。 

 

（2）JICA協力プログラムの連携（シナジー）効果発現 

本案件は、JICA協力プログラム「理数科教育改善プログラム」の中で、ボランティアや

個別専門家「教育計画アドバイザー」、青年研修、草の根無償資金協力、及び草の根技術協

力とともに実施されている。 

本案件の成果を最大化するため、ボランティアはTTCやPOEに配属され、プロジェクトの

活動をフォローアップするとともに、活動結果をプロジェクトにフィードバックしている。

また、本案件の重要なC/Pの能力開発のため、青年研修のスキームを利用し、本邦研修を実

施している。教育計画アドバイザーは、STEPSAM2の知見を活用し、政策文書の策定に貢

献している。 

このように、カンボジア基礎教育セクターにおける支援形態は、JICA協力プログラムの

シナジー・連携効果におけるグッド・プラクティスといえる。 

 

（3）教員研修案件における学校レベルでの成果発現 

教員研修案件は、TTCの教官の指導力向上だけではなく、質の高い効果的な授業を生徒

に供給することが最終的な目的である。確かに、生徒へのインパクトを測るには時間が必

要であり、多様な要因の総合的作用に拠るといえるものの、成果の見せ方として、現場の

学校レベルにおける生徒の変化やインパクトを確認する手法・指標（例えば、学習達成度、

ドロップアウト率、進級率、修了率など）をプロジェクト形成段階から工夫し、確認すべ

きである。 
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（4）教員研修案件に係る南南協力・三角協力、アジア地域ネットワーク化 

本邦研修及び他国との技術交換は、カンボジアC/Pにとって視野を広げ、先入観を変え、

能力を向上させる有益な機会である。今後、近隣のアジア地域で教員研修案件を実施して

いる国々と知見を共有するためのネットワークを構築することが望まれる。このような観

点において、三角協力及び南南協力は、各国C/Pの能力開発に貢献できるといえる。 

本邦研修やインドネシアとの技術交換は、カンボジアC/Pにとって、有益かつ刺激を与え

る機会になった旨、報告されている。なお、探求型授業手法に関しては、カンボジアでの

先駆的な取り組みを他国に紹介することにより、一方的に研修を受ける側だけではなく、

研修の講師として活躍する場が与えられ、C/P自身のインセンティブの向上、能力強化に貢

献できる。 
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Executive Summary 
 

I．Outline of the Project 

Country：Cambodia Project title ： Science Teacher Education Project 

(Phase2) (STEPSAM2) 

Issue/Sector：Basic Education Cooperation scheme：Technical Cooperation Project 

Division in charge：JICA Cambodia Office Total cost：420 million Japanese yen 

(as of JFY 2011) 

Period of 

Cooperation 

2008.9-2012.8 (4 years) Partner Country’s Implementing Organization：Ministry 

of Education Youth and Sports (MoEYS) 

Supporting Organization in Japan：JICA 

Related 

Cooperation 

・Expert (Education Planning Advisor) 

・Volunteers 

・Grass Roots Grant Aid (Construction of Laboratory),  Japan Partnership Program, 

(Improvement of Teaching Competency by Lesson Study in Takeo Province 

(Hiroshima）) 

・Training Program for Young Leaders (Science and Mathematics in Basic Education) 

1. Background of the Project 

Three decades of the war and civil conflict including genocide during the Pol Pot regime from 1975-1979 

killed a lot of intellectuals including teachers and destroyed the entire education system in Cambodia. 

Although the education system has recovered to some extent during the rehabilitation period, lack of 

qualified teachers are still serious problem in Cambodia. Among all the subjects, low quality of science and 

mathematics are heavy drag on industrial advances. 

JICA started its first project, “Secondary School Teacher Training Project in Science and Mathematics 

(STEPSAM)” in education sector in 2000, aiming at improvement of function and trainers of National 

Institute of Education (NIE). Following that, “The project for Improving Science and Mathematics Education 

at Upper Secondary Level (ISMEC)” was also implemented from 2005-2008, focusing on development of 

curriculums and text books of Science and Mathematics. In 2007, JICA conducted the survey for designing 

the cooperation strategy in education sector in Cambodia and as a result of the survey, JICA came to the 

conclusion that main target should be shifted from upper secondary level to primary and lower secondary 

level in order to raise the basic level of education as a whole. At around the same time, MoEYS submitted the 

official request for technical cooperation to government of Japan, focusing on improvement of science 

education in primary and lower secondary level. 

Thus “Science Teacher Education Project (Phase2) (STEPSAM2)” was started in 2008 as a 4-year 

project, aiming at improvement of quality of science teacher training in 18 Provincial Training Centers and 6 

Regional Training Centers in Cambodia as well as development of INSET implementation plan on science in 

target areas. 

 

2. Project Overview 

(1) Super Goal 

The quality of primary and lower secondary education in target areas is enhanced (contributing to the 

fulfillment of objectives of MDGs). 
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(2) Overall Goal 

The quality of teaching capacity of science teachers is enhanced in target areas. 

 

(3) Project Purpose 

The quality of Teacher Training (PRESET and INSET) on science is improved in target areas. 

 

(4) Outputs 

1) The capacity of MoEYS to plan and implement teacher training (PRESET & INSET) is enhanced. 

2) The quality of trainers on science is improved in Regional Teacher Training Centre/Provincial Teacher 

Training Centre (R/PTTC). 

3) An environment conducive to the continuous improvement of science lessons in R/PTTCs is established.

4) INSET Implementation Plan on Science is developed in target areas in line with National Policy. 

 

(5) Inputs 

Japanese side 

Long-term Expert: 1 person         Equipment: 2.343 million yen (as of June 2011) 

Short-term Expert: 17 persons (17 position) Local cost: 32.902 million yen (-do-) 

Trainees received: 5 persons 

Cambodian side 

Counterpart: 1 Project director, 2 Project managers and 17 National Trainers 

Provision of land and facilities: office space 

II. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation 

Team 

 

Leader: Mr. Yasujiro SUZUKI, Chief Representative, JICA Cambodia 

Sub leader/ Education: Mr. Norihiro NISHIKATA, Senior Education Advisor, JICA HDQ 

Educational Planning: Ms. Miyako KOBAYASHI, Assistant Director, Human Development 

Department, JICA HDQ 

Cooperation Planning (1): Ms. Shoko KANAZAWA, Representative, JICA Cambodia 

Cooperation Planning (2): Ms. Pich Thyda, Program Officer, JICA Cambodia 

Evaluation and Analysis: Ms. Kaori TANAKA, KRI International Corp. 

Period of 

Evaluation 

Feb 26, 2012-Mar 15, 2012 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 

III. Results of Evaluation 

1. Project Performance 

(1) Inputs and Outputs 

Output 1 

The Evaluation Team confirmed that the indicators in (Project Design Matrix) PDM for the Output 1 were 

achieved. 

The training programs for Teacher Training Centre (TTC) have been revised a few times based on the 

lessons learnt in the previous activities.  National Trainers (NT) from Teacher Training Department (TTD) 

of MoYES have been taking a lead in the development of training program for TTC. 

Through the supporting of development of Teacher Development Master Plan 2010-2014, which was

approved by MoEYS in August 2010, the capacity of MoYES for planning and implementing the teacher 

training was improved.  Sub-TWG has been conducted 18 times as of February 2012. 

Besides the Project’s activities, TTD conducted workshop on Lesson Study (LS) for upper secondary 
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schools by using MoEYS budget that is an examples of the improvement of planning and implementation 

capacity of TTD. 

Output 2 

Though some indicators in PDM have not been achieved, the Team concluded that the achievement level 

of the Output 2 is almost achieved. 

The reason of this conclusion is that the Team found some design problem of baseline survey. The 

examination for the TTC trainers was conducted for voluntary base examinee and the sample size was 

relatively small.  On the other hand, the samples of the survey in April 2011 were all participants of 

workshop conducted by the Project.  The sample size was larger than the baseline survey.  Considering 

these fact, the Team conclude the results of the baseline may not reflect the characteristics of TTC trainers in 

general in baseline survey.  Though the class observation, interview and questionnaire survey, the team 

concluded the quality of the TTC trainers are improved. 

Comparing the quality of LS by the score of the baseline survey and the survey conducted in December 

2011, the quality of LS has been improved. 

In terms of the quality of trainers, the most of R/PTTC directors/trainers in 5 provinces (Takeo, Kandal, 

Battambang, Kampong Chhnang and Siem Reap) evaluated themselves improving in all five fields such as 1) 

attitude/motivation, 2) LS, 3) experiment design, 4) pedagogy, and 5) subject knowledge of trainers. 

There are still some issues to be concerned.  According to the interview from the member of the Project 

and NTs, the gaps between PTTC and RTTC and in PTTCs and in RTTCs are observed. They also 

commented that basic science knowledge of trainers may affect to the quality of training in TTCs. 

Output3 

The achievement of the Output 3 was measured by four indicators in PDM and the Team confirmed that 

all indicators have been achieved. 

The final version of LS handbook “Introduction to Lesson Study” and Inquiry Based Learning (IBL) 

handbook “Introduction to Inquiry-based Science Lessons” were developed May 2011 and distributed to 

training participants from R/PTTCs, principals and science teachers in pilot INSET schools and the inspectors 

for the lower secondary in Provincial Office of Education (POE).  Since the distribution was limited to the 

participants for the seminar conducted by the Project and some extra copies for common use for each TTC, 

there are many requests of additional distribution for all science trainers in TTCs, trainees and science 

teachers in pilot schools, according to the interview and the questionnaire. 

In terms of LS, TTCs in 5 provinces (Takeo, Kandal, Battambang, Kampong Chhnang and Siem Reap) 

responded that LS has been conducted almost as planned.  It was also found that some PTTCs, especially 

small PTTCs, are facing difficulties to conduct LS continuously because of the number of science teacher is 

not enough to conduct LS effectively. The Project has suggested to those PTTCs to organize LS with other 

subjects but there are some limitations.  According to the questionnaire, though some difficulties are 

informed 5 TTCs already expand their LS to other subjects. 

Concerning IBL, many PTTC trainees requested in the questionnaire that IBL training for teachers in pilot 

schools where they conduct practice lessons. 

The concept of LS and IBL has been incorporated in the revised TTC curriculum and it was adopted in all 

PTTCs in December 2010 and adopted in all RTTC in November 2011.  The concept of IBL and LS were 

also included in Education Strategic Plan (ESP) 2009-2013 and Teacher Development Master Plan 

2010-2014.  The acceleration of implementation of IBL and LS can be expected. 

Output 4 

The team concluded that the achievement level of Output 4 is on the track to the achievement. 

“INSET Implementation Plan on Science” is not completed yet and is expected to be developed in July 
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2012. 

The INSET targets schools have been expanded from 6 to 36 and several trainings have been conducted 

since October, 2010.  POEs were invited to the Management training with INSET school principals for 

conduct monitoring and support INSET schools.  Close communication in POE, TTC and Pilot schools have 

taken under the Project initiative.  However the system for concrete the relationship is not yet clear. 

According to the interview with POE, there some implementation and understanding gaps are observed 

between the first 6 schools and 30 schools. 

 

(2) Project Purpose 

The indicators of Project purpose in PDM are achieved.  The improvement of the quality of science 

lessons of TTC trainers were confirmed by the score of their lessons comparing with the results of baseline 

survey.  The scores for RTTC and PTTC are both better than the results of the baseline survey in 2008. 

Though the scores are improved, INSET pilot school teachers as well as TTC teachers are still facing 

some technical difficulties.  The major difficulties are 1) difficult to apply IBL in lessons without 

experiment 2) difficult to develop key questions and 3) difficult to manage time for preparation and during 

lessons. 

 

(3) Implementation Process 

The Project activities were conducted as planned. In addition to the original plan, additional experts were 

dispatched in the field of “Development Partner Coordination and Teacher Development Master Plan”. 

According to the results of interview with R/PTTC trainers, the approaches and method applied by the 

Project were appropriate. The IBL and LS handbooks were distributed to the INSET pilot school teachers, 

R/PTTC trainers and POEs and the contents of these handbooks are highly evaluated by them. 

The trainings have been highly appreciated by the participants of the workshop in general according to 

the monitoring report and interview, but there are some comments on the frequency and schedule.  During 

interview, some TTTC trainers mentioned the frequency of the training better if conduct every 4 month 

instead of every 6 month.  Also some mentioned that the contents of the trainings were too intensive to 

understand everything at once. 

The Project has been supported to conduct Sub-TWG on teacher training and it is functioned as the 

coordination platform for teacher training activities for Development Partners (DP) and MoEYS.  From 

September 2011, Technical Group for Teacher Policy Development was also established and JICA is 

co-leader of the donor member for the Technical Group. The contribution from the Project is expected to 

support developing the policy though its experiences. 

 

2. Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

The Team concluded the relevance of the Project is very high.  The Project Purpose and Overall Goal 

remained relevant in terms of Cambodian national policies and Japan’s Development Assistance (ODA) 

policy to Cambodia and needs of the education sector. 

ESP 2009-2013 puts capacity development of education staff at all level as the key component and 

“Development of Pre and In-service Teacher Training” is highlighted in one of five prioritized Programs. 

According to the interview with the Secretary of State of MoEYS, science is the key subject for Cambodia to 

accelerate development of the nation. 

Japan’s Country Assistance Program for Cambodia 2002 explicitly states that assistance for developing 

and improving education is core policy assistance for Cambodia. JICA’s cooperation policy for Cambodia 
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2009 also focus on the improvement of the system and quality of teacher training especially in science and 

mathematics which is expected to contribute to the development of industrial human resources. 

Improvement of science and mathematics of education for high-level human resources development to lead 

innovation in science and technology is also stated in JICA Position Paper ” JICA’s Operation in Education 

Sector-Present and Future” in 2010.  The Japan’s Education Cooperation Policy 2011-2015 emphasizes the 

improvement of teacher training as an important component in one of the Focus Areas “Quality Education for 

All”. 

 

(2) Effectiveness 

The Team concluded the effectiveness of the Project is high.  The Project, already achieved target 

indicators set in PDM for both PRESET and INSET.  Through the observation and interview, the team 

confirmed the quality of lessons by teachers in TTCs. The understanding of IBL by trainees of TTC is also 

improved compare to the Mid-term Review. 

In terms of technical aspect, support/monitoring system after completion of project is not yet cleared. 

Some kinds of follow up needed to be considered to keep up the quality of their science lessons and 

domination of IBL concept and LS in the target areas. The lack of budget and materials for experiments were 

mentioned by directors, teachers and trainees. Sometime teachers and trainees have to pay for materials and 

copies for lesson study.  The time constraint for preparation and conducting lesson is also raised by directors 

and trainers. 

The gaps between RTTC and PTTC as well as among PTTC were found by interview and observation 

that needed to be reduced. 

 

(3) Efficiency 

The Team concluded the effectiveness of the Project is high. Overall output production is efficient and 

conducted as the plan. The Project experts are considered to work effectively with appropriate expertise and 

maintain good working relationship with counterparts. The flexible reaction of the Project, which is the 

additional dispatch of a short-term expert in the field of “Development Partner Coordination and Teacher 

Development Master Plan”, also contributed to achieve the result. 

NTs are capacitated to play key roles of planning, implementation and monitoring for training for 

R/PTTC as well as INSET activities. The cascade training system of the training can be said functioned with 

the capacity of NTs. 

Under the JICA’s Program for Basic Education on Science and Mathematics the Project closely 

collaborated with other JICA’s schemes, such as Education Planning Advisor (Individual Expert) to MoEYS, 

dispatch of volunteers on science teaching to TTCs, trainings to Japan and so on is complementing the 

Project effectiveness. These are examples of effectively utilized other schemes of under the ODA program. 

DPs coordination is also brought multiplier effects.  The joint workshop with VVOB (one of Belgium 

official development aid organizations) effects on the improvement of quality science education in target 

areas. 

 

(4) Impact 

The Team concluded the impact of the Project is very high. The achievement to Super Goal can be 

anticipated based on the result of the test on scientific thinking skill prepared by the Project, if the activities 

initiated and implemented by the Project would continue at R/PTTCs and Pilot schools. 

The concepts of the LS and IBL introduced by the Project were integrated into ESP 2009-2013 and 

Teacher Development Master Plan (2010-2014) which is the distinct contribution to the policy level. Also 
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these concepts were included to the new curriculum of TTC and applying into the PTTC in December 2010 

and for RTTC in November 2011. 

According to the interview with the Project members and directors of R/PTTC, some of TTCs have 

initiated expansion of LS to other subjects in their R/PTTCs and to their cooperative schools within their 

resources.  TTD also has conducted LS workshop for upper secondary level by using own budget. 

 

(5) Sustainability 

The Team evaluated sustainability as relatively low. For establishment of integrated training system is 

needed for quality assurance and this was recommended at the Mid-term Review.  The detail concept of 

National Centre for Teacher Development (NCTD) is expected to be introduced before the termination of 

STEPSAM 2.  To produce continuous output after the completion of the Project, NT or similar technical 

personnel are required for TTC and pilot schools to sustain and assure the quality their activities. 

ESP 2009-2013 continues to prioritize teacher training in order to improve the quality.  Teacher 

Development Master Plan 2010-2014 is expected to accelerate the unified efforts for teacher training 

improvement with concerned DPs. IBL and LS were incorporated with the curriculum of TTC in coherent 

with Teacher Development Master Plan 2010-2014. 

In terms of PRESET, whether the budget to provide continuous training for TTC trainers after the Project 

is not confirmed at this moment. Especially, the strong relationship with POE and PTTC has not been 

established. IBL and LS introduction training for INSET cooperative schools teachers have not yet 

conducted. 

As for INSET, a plan of regular INSET system will be developed by 2013 according to Teacher 

Development Master Plan, and the detail steps for the development are expected to be established soon. The 

utilization of NTs and TTC trainers as resource persons also should be considered establishment of INSET 

training system as a whole. 

 

3. Factors promoting better sustainability and impact 

(1) Factors concerning to Planning 

It is regarded to be appropriate to target all TTC (6 RTTC and 18 PTTC) as TTC is the key institution for 

teacher training. 

Dispatch of a long term expert is also regarded as suitable measurement to precede the Project activities 

smoothly. 

 

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

Under the JICA’s Program for Basic Education on Science and Mathematics, the Project closely 

collaborated with other JICA’s schemes that contributed to produce multiplier effects. 

 

4. Factors inhibiting better sustainability and impact 

(1) Factors concerning to Planning 

N/A 

 

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

N/A 

 

5. Conclusion 

The achievements of project outputs as well as the Project Purpose are measured by indicators in PDM 
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through conducting several workshop and training on IBL and LS for TTC trainers. 

The high impact on policies in education in Cambodia is also confirmed with incorporation of IBL and 

LS into ESP, Teacher Development Master Plan and new curriculum for R/PTTC. TTC are influenced to the 

science education in Cambodia. 

On the other hand, the gaps between RTTC and PTTC, in RTTCs and in PTTCs are also observed. For the 

movement of quality of teacher training in Cambodia, there are still financial and administrative challenges. 

In order to address them, the Team recommends the implementation of measures outlined in 5.  

Recommendations. 

 

6. Recommendation 

6.1 Measures to be taken by the end of the Project 

6.1.1 Sharing of concrete concepts and plan for NCTD 

MoEYS has designed a concept to establish the National Center for Teacher Development (NCTD), 

Regional Center for Teacher Development (RCTD) and Provincial Center for Teacher Development (PCTD) 

as a core institute for a regular INSET and PRESET in Cambodia. The NCTD would contribute in creating 

opportunities for Continuing Professional Development (CPD) for all teachers in Cambodia in the near 

future. 

This concept will be shared with related government institutions and DPs at the Education Congress in 

late March, 2012 and will be integrated into the second-half ESP (2011-2013).  The team suggested that 

MoEYS would share the concrete and precise plan (scope of work, timing, schedule, responsible organization 

in MOEYS, financial and human resources, etc.) with JICA. 

 

6.1.2 Filling in the gaps in PTTCs 

As mentioned at the Five Evaluation Criteria, gaps in PTTCs was found and needed to be addressed. In 

particular, PTTCs have not established administrative relationships with the regional government as well as 

technical support system in terms of IBL and LS expansion. 

To fill in the gaps in PTTCs, especially PTTCs without any intervention such as Volunteers, other DPs/NGOs, 

the Team suggests the following measures be taken: 

・Seminar for knowledge sharing should be conducted between “model” PTTCs like Takeo and other PTTCs.

It would be an initial stage for developing network to share knowledge and experiences among PTTCs for 

sustainability after the Project. 

・Seminars or workshops on IBL and LS for POE which are responsible for monitoring and supervising 

schools should be conducted, especially in provinces without RTTCs. 

 

6.1.3 Implementation of the test on scientific thinking skills 

According to the recommendations of Mid-tem Review, STEPSAM2 conducted a test on scientific thinking 

skills in which the Project prepared to show the changes and impacts of learners as a baseline survey for pilot 

INSET in November, 2011. 

Prior to the end of the Project in August 2012, it is requested that the Project would conduct the same test 

for Grade 8 as an end line survey in May 2012. Such evidence makes up crucial basis data for developing a 

regular INSET system. 

 

6.2.  Measures to be taken after the termination of the Project 

6.2.1 Utilization of National Trainers (NTs) 

NTs having exceptional expertise in LS and IBL should be established in order to accumulate knowledge 
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and experience regarding how to improve lessons and give technical and practical advice. The knowledge and 

experience of NTs should be utilized continuously and effectively as valuable resources for sustainable 

PRESET. In addition, it is expected that NTs will be utilized as the key persons in order to establish the

concrete mechanism for regular INSET system. The role of NTs is of great importance in establishing and 

developing NCTD, RTCD and PTCD which MoEYS has designed in Cambodia. 

 

6.2.2  Strengthening the INSET System 

According to the Teacher Development Master Plan 2010-2014, an action plan on the regular in-service 

training system will be finalized by 2013 in the strategy 2.2 “Strengthening the in-service training system “. To 

contribute in developing an action plan for INSET, the Project focuses on not only PRESET but also INSET 

equally after the Mid-term Review. 

While MoEYS already demonstrates political commitment in a Teacher Development Master Plan, in addition, 

it is requested that MoEYS would take necessary actions to implement a regular INSET system in the whole 

country as follows: 

1) to assign technical staff and administration for INSET, 

2) to clarify and integrate the department in MoEYS which is responsible for INSET, 

3) to secure necessary financial resources. 

 

6.2.3 Strengthening the role of POE for a regular INSET 

POE, which is responsible for monitoring and supervising schools, is a crucial role in developing a 

regular INSET system. However, the Team found some problems and constraints within the present POE, 

such as 1) insufficient number of inspectors, 2) shortage of necessary budget allocation for monitoring 

(transportation fee, etc.) and 3) lack of capacity and knowledge about LS and IBL. 

To establish a regular INSET system in Cambodia, it is requested that POE should be involved as a key 

member of this system and take necessary action to solve the above issues, for instance, in providing basic 

training of LS and IBL for inspectors of POE. 

 

6.2.4 Collaboration with other Development Partners 

The Team suggested that experience and know-how on teacher training based on the Project should be 

shared and feedback given to not only the MoEYS, but also DPs. 

In particular, ADB’s Project Preparatory Technical Assistance Team for ESDPIII has already discussed 

with the Project and JICA Cambodia Office in regards to exchanging information for possible future 

coordination in the area of teacher training. Although in the preparation stage for the next phase in both 

technical cooperation by JICA and financial support by ADB at present, MoEYS is expected to coordinate 

these two DPs with initiative and leadership. This collaboration would be a good practice in complementarity 

both financial support and technical cooperation. 

 

7. Lesson Learnt 

7.1  Impact at Policy level 

LS and IBL concept was officially incorporated into policy documents such as ESP, Teacher Development 

Master Plan and the revised curriculum of R/PTTC under the strong commitment and leadership of MoEYS.

By actively contributing in Sub-TWG on teacher training, the Project has come to be recognized as one of the 

leading actors in the field of teacher training by both MoEYS and related DPs, and positively involved into 

the process of policy making. 
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7.2  Strengthening the synergistic and collaborative effect of JICA program 

STEPSAM2 has been implemented under JICA’s Program for “Basic Education on Science and 

Mathematics” with other schemes such as Volunteers, Education Planning Advisor, Training Program for 

Young Leaders, Grass Roots Technical Cooperation, Grass Roots Grant Aid (Construction of Laboratory), 

etc. For instance, Volunteers have dispatched to TTCs and POEs to follow-up the activities of STEPSAM2 

and provide feedback to Project in the field level. Thus, the cooperation for basic education in Cambodia is a 

good practice in the synergistic and collaborative effect of JICA program. 

 

7.3  Showing the outcome in school level in teacher training project 

The technical cooperation project on teacher training in general is expected to be designed to show the 

impact at the school level from the project formulation stage. The main objective of the teacher training in 

both PRESET and INSET is to improve the quality and efficiency of education services for students in 

school. The project should take necessary action to demonstrate the impact and change in the targeted school 

in the near future, although it takes a slightly longer period to see the change at school level. 

 

7.4  Sharing of knowledge and experience across countries 

Exposure to other countries including Japan is quite useful for the Cambodian stakeholders in order to 

broaden their horizons, change their mind-set, and further develop their capacity. Establishment of a network 

on teacher development in Asia is desirable to share knowledge and experience and to enhance the motivation 

of counterparts in each country. In this way, Trilingual Cooperation and South-South Cooperation on teacher 

training project could contribute to capacity development in each country. 

END
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第１章 終了時評価調査団の派遣 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

（1）経緯 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）においては、1975～1979年のポルポト政権

による大量虐殺によって教員や知識人らの有識者はことごとく失われ、人材育成のシステム

そのものが崩壊した。その後の政権によってある程度の再興は達成されたが、量的な拡大に

重点を置いたために、修了率の低さなど質的な問題を抱えている。なかでも理数科分野の人

材については将来的な産業の高度化において極めて重要であり、早急な質的改善が望まれて

いる。 

JICAは、2000年8月から2005年3月までの4年8カ月間、高校の教員養成校（Teacher Training 

College：TTC）である国立教育研究所（National Institute of Education：NIE）の理数科教育に

係る機能・能力の向上を目標としたカンボジア理数科教育改善計画プロジェクト（Secondary 

School Teacher Training Project in Science and Mathematics：STEPSAM）を実施した。その中で、

NIEの理数科分野の教員に対する研修を行い、その教員が講師となり、現職教員を対象とする

全国ワークショップを企画・実施し、実験解説書を作成した。その結果、NIEの理数科分野に

おける機能や能力の向上というプロジェクト目標を達成することができた。一方、STEPSAM

を通じて、高校理数科のカリキュラムや教科書・教員指導書は、①各学年段階にふさわしく

ない難解な内容が含まれている、②各単元間のつながりがない、③重要な概念が欠落してい

る、④用語や記号が学年間で統一されていない、⑤記述が抽象的で、具体的な説明・図式な

どが欠落しているなどの事項が認識されるようになった。これらを改善すべく、高校理数科

教科書策定プロジェクト（The Project for Improving Science and Mathematics Education at Upper 

Secondary Level：ISMEC）を2005年から2008年3月まで実施した。 

2007年7月から8月にはカンボジア教育セクターにおけるJICAの協力戦略を策定する目的で

教育プログラム策定調査を実施したが、その中で初等教育から前期中等教育にかけて理数科

教育の質の向上が、カンボジアの今後の発展のためにも必要である中心課題として捉えられ

た。また、カンボジア教育・青年・スポーツ省（以下、「教育省」と記す）からは、2007年12

月に初等教育から前期中等教育にかけて理数科教員の質の向上を図るため、「理科教育改善計

画プロジェクト（フェーズ2）」（STEPSAM2）に対する要請が出された。 

STEPSAM2は、全国のTTC（初等教育教員養成校（Provincial Teacher Training Center：PTTC）

18校、前期中等教員養成校（Regional Teacher Training Center：RTTC）6校）の理科の教員養成

の質の向上及び前期中等教育学校の理科の現職教員研修（In-service Training：INSET）の実現

可能なモデルの構築を目的として、教育省をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とし

て、2008年9月より4年間の予定で実施されている。現在、コンサルタント（業務実施契約、

株式会社パデコ、国立大学法人広島大学共同企業）及び1名の長期専門家（理科教育/援助調整）

を派遣中である。 

 

（2）目的 

プロジェクト終了約6カ月前を迎えたため、「JICA事業評価ガイドライン（2010年6月改訂

版）」に基づき、教育省と合同で、プロジェクトの当初計画と活動実績、計画達成状況、評価
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5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）を確認するとともに、提言・教訓を

抽出し、合同評価報告書に取りまとめ、合意することを目的とする。 

 

１－２ 調査団の構成 

 名前 担当 所属 期間 

1 鈴木 康次郎 総括 JICAカンボジア事務所長 2012/3/5～3/14 

2 西方 憲広 副総括/教育 JICA国際協力専門員 2012/3/10～3/15 

3 小林 美弥子 教育計画 JICA人間開発部基礎教育第一課 2012/3/4～3/15 

4 田中 香 評価分析 株式会社コーエイ総合研究所 2012/2/26～3/15 

5 金澤 祥子 協力企画 JICAカンボジア事務所 2012/3/5～3/14 

6 Pich Thyda 協力企画2 JICAカンボジア事務所 2012/2/27～3/14 

 

１－３ 調査日程 

 
鈴木 西方 小林 金澤 Thyda 田中 

総括 副総括/教育 教育計画 協力企画1 協力企画2 評価分析 

1 2/26 日 

 

 

 

  移動 

2 2/27 月 
JICAカンボジア事務所打合せ、教育計画アドバ
イザーインタビュープロジェクト専門家打合

せ、インタビュー 

3 2/28 火 

 

NTインタビュー 

4 2/29 水 

タケオRTTC副校長・教官・学生、
及びPOEインタビュー、教育実習
校での実習授業観察・教師インタ

ビュー 

5 3/1 木 
タケオPTTCの授業研究会観察、副
校長・教官・学生・青年海外協力

隊インタビュー 

6 3/2 金 

カンダールRTTCの授業視察、校
長・教官・学生及びPOEインタビ
ュー、教育実習校での実習授業観

察・校長インタビュー、VVOBイ
ンタビュー 

7 3/3 土 
カンダールのINSET対象校での授
業観察、校長・教官インタビュー

8 3/4 日 移動 資料整理 

9 3/5 月  
JICAカンボジア事務所打合せ 
プロジェクト専門家打合せ、インタビュー 

10 3/6 火  
教育省表敬訪問・評価方針の説明 
コンポンチュナンPTTCの副校長・教官・JOCVインタビュー、
リソースハイスクール訪問 

11 3/7 水  
バッタンバンRTTCの授業観察、校長・教官・学生及びPOE
インタビュー、INSET 対象校の授業観察、INSET参加教師イ
ンタビュー 

12 3/8 木  
シェムリアップへ移動 
団内協議・資料作成 



 

－3－ 

 

13 3/9 金   
シェムリアップPTTCの授業観察、校長・教官・学生インタ
ビュー、教育実習校での実習授業観察、PTTC卒業生赴任校
の授業観察 

14 3/10 土  移動 プノンペンへ移動 

15 3/11 日 団内協議・資料作成 

16 3/12 月 
M/M・合同評価レポート案作成 
在カンボジア日本大使館報告 
教育省へのM/M・合同評価レポート案提出 

17 3/13 火 
ADBとの面談 
合同レビュー会合 

18 3/14 水 
プロジェクト専門家との打合せ 
夜：本邦団員出発 

19 3/15 木  移動   移動 

 

１－４ 主要面談者 

１－４－１ カンボジア側 

（1）教育省 

H.E. Im Sethy Minister 

H.E. Nath Bunroeun Secretary of State 

Mr. Leang Senghak Director of Teacher Training Department 

 

（2）ナショナルトレーナー（National Trainer：NT） 

Ms. Eang Senglim Teacher Training Department 

Mr. Tong Rozeth Teacher Training Department 

Mr. Thean Veasna Teacher Training Department 

Ms. Nareth Polyvine General Secondary Education Department 

Ms. Bun Cheansiphal General Secondary Education Department 

Ms. Hem Sangva National Institute of Education 

Mr. Mam Chansean National Institute of Education 

Mr. Ngor Penglong National Institute of Education 

Mr. Set Seng National Institute of Education 

Mr. Nop Vuth National Institute of Education 

 

（3）州教育局視学課（Provincial Office of Education：POE） 

Mr. Siv Setha  Inspector Office, Takeo 

Mr. Heng Pheng Inspector Office, Kandal 

Mr. Huy Shokah Inspector Office, Kandal 

Mr. Sao Bunthoeun Inspector Office, Kandal 

Mr. Chhan Chheang M Inspector Office, Battambang 

Mr. Sin Navuth Inspector Office, Battambang 

 

（4）初等教育教員養成校（Provincial Teacher Training Center：PTTC） 

Mr. Hang Sam Oern Deputy Director, PTTC Takeo 
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Mr. Im Kanovuth Former Director, PTTC Takeo/National Trainer 

Mr. Hou Pherain Deputy Director, PTTC Kampong Chhnang 

Mr. Orn Chhut Deputy Director, PTTC Siem Reap 

 

（5）前期中等教員養成校（Regional Teacher Training Center：RTTC） 

Mr. Hak Channy Director, RTTC Takeo 

Mr. Oeur Sokmeng Deputy, RTTC Kandal 

Ms. Phvan Ssakoeurt Director, RTTC, Battambang 

Mr. Sok Hing Deputy Director, RTTC Battambang 

 

（6）前期中等学校（現職教員研修パイロット校） 

Mr. Park Sat Vice Principal, Hun Sen Chhun Teal School, Takeo 

Mr. Sao Vandy Principal Anuwat School, Kandal 

Mr. Kit Minea Rita Principal, Suramrit High School（ADB Resource High School） 

 

１－４－２ 関係機関 

（1）アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB） 

Mr. Dy Sam Sideth Education Specialist 

 

（2）Vlaamse Vereniging voor Ontwikkelingssamenwerking en Technische Bijstand（VVOB） 

Jan Geusens Country Program Manager 

Mr. Stefaan Vande Walle Science Coordinator, SEAL Program Kandal 

 

１－４－３ 日本側（敬称省略） 

（1）在カンボジア日本大使館 

近藤 直光 二等書記官 

 

（2）JICA専門家 

大野 彰子 教育計画アドバイザー 

 

（3）プロジェクト専門家 

加藤 徳夫 総括 

高橋 光治 副総括/研修計画策定 

杉山 竜一 研修モニタリング/評価１ 

野口 洋子 業務調整 

村山 哲也 理科教育/援助調整 

 

（4）JICAボランティア 

長谷川 直樹 理数科教師/タケオ初等教員養成校 

箱崎 靖子 理数科教師/コポンチュナン初等教員養成校 
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小八重 桂子 理数科教師/シェムリアップ初等教員養成校 

加瀬 貴 プログラムオフィサー/バッタンバン州教育局計画課 

浅水 伸介 理数科教師/バッタンバン州教育局視学課 

 

１－５ 終了時評価の方法 

１－５－１ 評価の枠組み 

本調査は、「新JICA事業評価ガイドライン（2010年6月改訂版）」に基づいた評価手法に沿って

以下のとおり実施した。 

（1）プロジェクトの計画を論理的に配置したプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 

Design Matrix：PDM）の最新版（PDMバージョン2）を評価の枠組みとして捉え、そのPDM

の指標に照らしてプロジェクトの達成状況を確認した。 

 

（2）プロジェクトの目標達成度合いに貢献した要因・阻害した要因をプロジェクトのデザイ

ン及び実施プロセスの観点から分析した。 

 

（3）「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持続性」の5つの観点（評価5項目）から、

プロジェクトをレビューした。 

 

（4）プロジェクトの残りの期間の活動に対しての提言と、その他の案件に対する教訓を抽出

した。 

    

評価5項目の各項目の定義は表1-1のとおりである。 

 

表１－１ 評価5項目の定義 

評価5項目 新JICA事業評価ガイドラインによる定義 

1. 妥当性 開発援助とターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度ならびに政策・方針

との整合性の度合い。 

2. 有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

3. 効率性 インプットに対するアウトプット（定性ならびに定量的）を計測する。開発援

助が期待される結果を達成するために最もコストのかからない資源を使ってい

ることを示す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認するため、

通常、他のアプローチとの比較を必要とする。 

4. インパクト 開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる正・負

の変化。開発援助が地域社会・経済・環境ならびにその他の開発の指標にもた

らす主要な影響や効果を含む。 

5. 持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開

発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 

 

１－５－２ 終了時評価のデザイン 

終了時評価のデザインを策定するにあたり、事前評価調査報告書、運営指導調査報告書、中

間レビュー報告書、PDM、活動計画表（Plan of Operation：PO）、プロジェクト進捗報告書・プ

ロジェクト年次報告書、その他プロジェクト関連文書等に基づき、終了時評価項目案を作成し

た。主な項目は表1-2に示すとおりである。 
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表１－２ 主なレビュー項目 

5項目及びその他
の基準 

評価設問 

大項目 小項目 

実績の検証 
投入実績 

スーパーゴール「対象地域の基

礎教育（初等教育、前期中等教

育）の質が向上する（MDGs達成
への貢献）」達成の見込み 

生徒の達成度 

上位目標「対象地域において、

理科教員の指導力が向上する」

達成の見込み 

現職教員及びTTCの教官の理科の授業の質 

プロジェクト目標「対象地域に

おいて、理科の教員養成研修の

質が向上する」の達成見込み 

TTCの教官の理科の授業の質の向上 
INSETの理科教師の授業案の質の向上 
TTCの訓練生の達成度 

成果の達成状況 成果1「教育省の教員研修（TTC教官及び現職
教員向け）を計画・実施する能力が向上する」

は達成されているか。 
成果2「TTC（R/PTTCs）における理科教員の
質が向上する」は達成されているか。 
成果3「TTC（R/PTTCs）において理科の授業
の継続的な改善に資する環境が整備される」

は達成されているか。 
成果4「対象地域において、理科教育における
INSETの実施計画が開発される」が達成され
ているか。 

投入状況 日本側：専門家派遣、機材供与、現地業務費

カンボジア側：C/Pの配置、執務室の提供 
実施プロセスの

検証 
活動の実施状況 活動は計画通りに行われたか。 

技術移転の実施情報 研修等の技術移転活動は計画通りに実施する

ことができたか。 
プロジェクトの管理体制 プロジェクトと関係者間の調整及び意思決定

は適切に実施されたか。 
相手国のプロジェクトのオーナ

ーシップ 
C/Pの選定・配属状況 

他開発パートナーとの協調体制 他開発パートナーとの連携・協調状況 

5項目 

妥当性 必要性 
政策的妥当性 
 

カンボジアのニーズにあっているか。 
日本側、カンボジア側の政策に合致している

か。 
プロジェクトの計画の妥当性 プロジェクト計画は妥当だったか。 

有効性 プロジェクト目標達成の見込み プロジェクト達成状況及び達成への貢献・阻

害要因の有無 
各成果のプロジェクト目標達成

との関係性 
成果はプロジェクト目標達成に適切か。 

効率性 投入の時期、質、量 
 

投入は成果達成に向けて、計画通り実施され

たか。 

技術移転実施の状況 技術移転活動は、成果達成に向けて効率的に

実施されたか。 

インパクト スーパーゴール達成見込み 
上位目標達成見込み 

 

持続性 政策 
組織・財政 
教育省の実施能力 
技術面 

政策は整備されているか。 
組織・財政面は担保されているか。 
教育省の実施体制は整っているか。 
継続して実施する能力はあるか。 
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１－５－３ 評価の実施体制 

調査は、日本側とカンボジア側との合同でレビューし、結果を協議議事録（Minutes of Meeting：

M/M）に取りまとめ、合同レビュー会合（Joint Review Meeting：JRM）においてレポートを双方

で検討し、合意した。 

 

１－５－４ データ収集・分析方法 

本調査では、以下の方法により情報・データ収集及び評価を行った。 

    

（1）文献資料調査 

現地調査実施前及び実施中に、既存の文献・報告書、プロジェクト作成資料などから情

報収集を行った。 

 

（2）インタビュー 

C/Pである教育省、NT及び5州（タケオ、カンダール、バッタンバン、コンポンチュナン、

シェムリアップ）のTTCの校長、教官、訓練生、INSET対象校の校長、教員、プロジェクト

専門家にインタビューを行った。 

 

（3）授業視察 

先に述べた5州において、TTCの教員、訓練生、卒業生及びINSET対象校の教員の実施す

る理科の授業を視察した。 

 

（4）アンケート調査 

本プロジェクトの対象校すべての地方教員養成校（6州）と州教員養成校（18州）の校長

及び訓練生、INSET対象校のうち2010年から活動を実施している6校の校長に対して質問票

を配布した。締め切りまでに、地方教員養成校3校、州教員養成校8校から回収した。回収

した質問票の中には、校長が回答する質問票に州視学官が記入したものや訓練生が記入す

る質問票を教官が記入したものも含まれており、こうしたものは無効とした。有効回答数

は教員訓練校教官11、訓練生31、INSET教師（校長含む）8である。 

なお、締め切りが過ぎてから、TTC教師6、訓練生17、INSETパイロット校11校から質問

票が回収された。追加で回収された質問票に関しては、合同評価報告書には反映できなか

ったものの、本報告書に一部その内容を記載した。 

 

１－５－５ 調査の制約 

本調査において、視察・インタビューすることができたのは、プロジェクトが対象とするRTTC 

6校のうちタケオ、カンダール、バッタンバンの3校、PTTC18校のうち、タケオ、コンポンチュ

ナン、シェムリアップの3校、INSETパイロット36校のうち1校と限定されている。 

なお、その他の対象校についてはモニタリング報告書及び質問票からの情報を基に評価を行

った。 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 基本計画 

案件名 理科教育改善計画プロジェクト（フェーズ2） 

Science Teacher Education Project（Phase 2） 

協力期間 4年（2008年9月～2012年8月） 

スーパーゴール 対象地域の基礎教育（初等教育、前期中等教育）の質が向上する（MDGs

達成への貢献）。 

上位目標 対象地域において、理科教員の指導力が向上する。 

プロジェクト目標 対象地域において、理科の教員研修（教員養成及びINSET）の質が向上

する。 

期待される成果 

（アウトプット） 

①教育省の教員研修（TTC教官及び現職教員向け）を計画・実施する能

力が向上する。 

②TTC（R/PTTCs）における理科教員の質が向上する。 

③TTC（R/PTTCs）において理科の授業の継続的な改善に資する環境が

整備される。 

④対象地域において、理科教育におけるINSETの実施計画が開発される。

 

２－２ PDM 

JICAでは、1990年代から、プロジェクト管理手法の一環として、プロジェクト・サイクル・マ

ネジメント（Project Cycle Management：PCM）手法を導入した。PCM手法において中心的役割を

果たすのは、PDMと名づけられたプロジェクト計画概要表である。これは、「目標」「活動」「投入」

などのプロジェクトの主要構成要素や、プロジェクトを取り巻く「外部条件」との理論的相関関

係を示したものである。 

本プロジェクトにおいても、2008年4月の討議議事録（Record of Discussion：R/D）署名時にPDM

を作成し、R/Dの添付文書として承認されている。 

 

２－３ 実施体制 

本プロジェクトのC/P機関はカンボジア教育省の教員養成セクターであり、同セクター次官をプ

ロジェクトダイレクターとしている。また、プロジェクト開始当初は、本プロジェクトのモニタ

リングの場としての合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）を設定せず、関連ドナ

ー間で教員研修に特化したサブ・テクニカル・ワーキング・グループ（Technical Working Group：

TWG）を結成し、教員養成に関する情報共有・政策レベルの場として活用してきた。しかし、2010

年4月の運営指導調査の際、教育省とSTEPSAM2、JICA事務所とSTEPSAM2の関係は良好であるも

のの、教育省、STEPSAM2及びJICAの三者が一堂に会し、STEPSAM2の活動をレビューし、今後

の計画について協議する場がないことが問題とされ、合同レビュー会合を設置し、プロジェクト

の円滑な運営を目的として、定期的に開催することが決定された。合同レビュー会合は、中間レ

ビュー実施中（2010年12月）及び本調査実施中（2012年3月）に実施された。 
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２－４ 対象地域 

本プロジェクトでは、新規教員養成については全国6校RTTC及び18校PTTC、現職教員養成につ

いてはRTTCのある6州を対象としている。 

    

（1）PTTC所在地 

①バンテアイメンチェイ州、②バッタンバン州、③コンポンチャム州、④コンポンチュナ

ン州、⑤コンポンスプー州、⑥コンポントム州、⑦カンポット州、⑧カンダール州、⑨クラ

チェ州、⑩プノンペン特別市、⑪シハヌークビル特別市、⑫プレァビヒーア州、⑬ポーサッ

ト州、⑭プレイベン州、⑮シェムリアップ州、⑯ストゥントレィン州、⑰スヴァイリエン州、

⑱タケオ州 

 

（2）RTTC所在地 

①バッタンバン州、②コンポンチャム州、③カンダール州、④プノンペン特別市、⑤プレ

イベン州、⑥タケオ州 
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第３章 終了時評価調査の結果 
 

３－１ 投入実績 

投入実績は表3-1に示すとおりであり、日本側、カンボジア側ともにPDM 及び実施計画に基づ

き実施していることが確認された（詳細はM/MのAnnex4を参照）。 

 

表３－１ 投入実績 

 実績 

日本側 2008年9月～2011年11月末までに合計延べ18名、17ポジション：短期1名、長期16
ポジション（128.75人月） 
長期専門家 教員研修に関する業務調整/理科教育 
短期専門家 
総括、副総括、研修計画策定、援助協調教員養成制度構築、研修モニタリング、

理科教育、物理教育、化学教育、生物教育、地学教育、マスタープラン策定支

援、業務調整 

機材供与（2008年9月～2011年7月までの合計234万3,399円分） 
コンピューター、プリンター、スキャナー、コピー機、DVDプレイヤー、ソフト
ウェア、デジタルカメラ、プロジェクター、スクリーンなど 

C/P研修 
技術交換  インドネシア（5名） 
2011年2月28日～3月5日 
インドネシアにおけるINSETについての意見交換 
授業研究に注目しているプロジェクトの現場の視察等を行った。 
 

その他の研修（他のスキーム） 
教育計画アドバイザーによるスタディーツアー（日本）にC/Pが12名参加 
青年研修にTTCの教官などが毎年参加 

現地業務費（2008年9月～2011年7月までの合計3290万2,000円） 
研修等実施費用、教材等作成費、ベースライン調査、一般支出など 

カンボジア側 C/P（2008年～） 
プロジェクト管理 3名：次官、次官補、TTD局長 
ナショナルトレーナー：延べ21名 

プロジェクト事務所・施設 
執務室、研修会場の提供 

ローカルコスト 
家賃・電気代等の拠出 

 

３－２ 活動実績 

活動はおおむねPOに基づき実施されていることが確認された。主な活動は表4-2に示すとおり

（詳細はM/MのAnnex3を参照）。 
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表３－２ 主な活動内容 

ベースライン調査 2009年7月に報告書提出 
INSET対象校に対する調査を2011年に実施 

NTの研修 2009年3月から2012年3月までに合計7回の研修を実施し、NTの能
力強化を行った。 

TTC研修 2009年9月から2011年9月までに、校長・理科教官研修は5回実施
しており、プロジェクト終了までにもう1回実施予定 
州視学官も対象とし、モニタリング・連携体制の構築を図った。

その他、教科研修、モニタリング研修等を実施 

INSET 導入研修、フォローアップ研修、学科研修などを実施 
モニタリング評価の実施 
州視学官による定期報告の実施 

教員養成マスタープラン策

定支援業務 
2010年8月に教育省が承認 

教員研修（Sub-TWG）の開催 2012年1月までに18回開催 

 

３－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

成果の達成度については、PDM version2に設定された指標に基づき確認した。また、指標以外の

関連する内容についても、インタビュー、アンケート、視察、既存資料などから情報・データを

収集し、達成度を総合的に確認した。 

 

３－３－１ 成果1 

「教育省の教員研修（TTC教官及び現職教員向け）を計画・実施する能力が向上する」の達成

状況は、以下に示すような理由から「達成」と判断された。 

指標 結果 

1a. 研修やモニタリング活動で得られた教
訓が研修プログラムに反映される。 

・教員研修に関しては前年の教訓を反映して研修計画が作

成されている。 
・1年次の研修の教訓から2年次以降、PTTC向け及びRTTC
向けの研修プログラムが分けて実施されるようになっ

た。 
・対象者のより良い理解を促進するために、理科の教員養

成研修を行っているベルギーの政府機関であるVVOBと
の合同研修を実施した。 

・TTDは、独自で後期中等校を対象とした授業研究のワー
クショップを開催した。 

1b. Sub-TWBが年間5回以上開催される。 ・1年次から3年次まで年間5回開催されている。4年次もこ
れまでに3回開催されており、2008年9月から2012年1月
までに合計18回開催されている。 

 

このほか、教育省教員養成局（Teacher Training Department：TTD）が、2010年に実施した教員

開発マスタープラン（2010-2014）の作成及び2011年から開始された教員政策（Teacher Policy）

の作成に対し、プロジェクトから支援が行われている。こうしたマスタープラン作成の過程で、

TTDの計画能力が向上したと考えられる。さらに、教員研修に係るSub-TWGがプロジェクトの

働きかけにより立ち上げられ、教育省と主要開発パートナーの構成で2012年1月までに18回（計

画より頻繁）開催されている。 

教育省から選定されたNTを養成し、TTCの校長及び理科教官への研修を実施してきた。NTの
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研修実施能力は非常に改善されてきており、プロジェクトの専門家の支援の下、TTCへの研修計

画やモニタリングをNTが中心に実施しており、能力の向上が確認されている。 

 

３－３－２ 成果2 

「TTC（R/PTTCs）における理科教員の質が向上する」 

成果2の達成状況は、「ほぼ達成」と判断された。主な理由は以下のとおりである。 

指標 結果 

2a. 理科の教科知識がベースライ

ンに比して10％向上する。 

 

 

 

 

 

 

 

・未達成 

・2011年4月に実施された調査結果とベースライン調査結果

を比べたところ、教科知識はベースライン調査よりも下

回った。 

 RTTC PTTC 

ベースライン調査 
結果*（平均） 

66.1 
（n＝22） 

61.1 
（n＝6） 

2011年4月実施調査
結果（平均点） 

72.5 
（n＝56） 

50.6 
（n＝53） 

 

2b. 実験を計画する能力（プロセス

スキル）がベースラインに比して

15％向上する。 

 

 

 

・未達成 

 RTTC PTTC 

ベースライン調査

（平均点） 
52.8 

（n＝22） 
52.1 

（n＝6） 

2011年 4月実施調査
結果（平均点） 

65.4 
（n＝56） 

54.6 
（n＝53） 

 

2c. 授業案の点数が 3点以上にな

る。 

 

 

 

 

 

 

 
 

・達成 

 PTTC 
（3 授業） 

RTTC 
（12 授業） 

目的 Org 活動 目的 Org. 活動

ベ ー ス ラ

イ ン 調 査

結果 

2.00 2.33 1.67 2.67 2.42 2.75 

2011年 4月
実 施 調 査

結果 

3.40 3.20 3.20 3.00 3.00 3.00 

 

* “Baseline Survey Report” June 2009, JICA Science Teacher Education Project（STEPSAM 2） 

 

PTTC及びRTTCの理科教官の質に関しては、理科知識のテスト、授業計画の評価及び授業観察

の結果から判断された。このうち、理科知識及び実験計画能力に関しては2009年に実施された

ベースライン調査結果と比べて、2011年4月に実施されたテストの結果が下回っている指標もあ

り、PDMの指標は未達成と判断された。ただし、これはベースライン調査の受験者の数が6人と

極端に少なかったことに加え、そのうちの一人が満点を取ったことにより、平均が大幅に上が

ったことがその要因と考えられる。また、2011年の受験者は研修参加者全員であったのに対し、

ベースラインは協力者が受験しており、試験の受験者がベースライン実施当時のTTCの教官の能

力を反映しているとは言い難いと判断された。そのため、今般の調査においてインタビュー、

授業視察を通じて教官の質の向上を確認したところ、TTCの教員の質が向上していることが確認

できたため、相対的にほぼ達成と判断された。 



 

－13－ 

3つ目の指標の授業評価結果については、2011年11月に実施された調査の結果がベースライン

調査の結果を上回っている。 

質問票調査におけるTTC教官の自己評価の結果からも、①教科知識、②教授法、③実験デザイ

ン、④授業計画、⑤態度において、プロジェクト開始前と比較してすべて改善している（回答

者すべてが4段階評価で“非常に改善”あるいは“ある程度改善”を選択）との評価であった。 

なお、質問票回収期限（2012年3月10日）までの回収数は11校、その後（3月15日）6校追加さ

れ合計17校からの回答を得たが、11校と17校の結果に大きな差は見られなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ TTC校長による教官の評価（3月15日までの回収結果（n＝17）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ TTC校長による評価結果2（3月15日までの回収結果（n＝17）） 

 

一方で、PTTCとRTTC、PTTC間、RTTC間の格差が出てきていることが、関係者からのインタ

ビュー調査及び調査団の授業観察などの結果から確認され、格差の縮小が求められる課題とな

っている。 

プロジェクトでは、質の向上が見られないあるいは遅いTTCに対してモニタリングの強化を図

ることを検討しているほか、成功事例の発表等を行いっている。 

モニタリングに関しては、プロジェクト専門家、NT、POE視学官（RTTCのみ）が行っている

が、質問票調査結果によるとTTCの教官はモニタリングの結果をその場で口頭での指導・コメン

トと文書の両方で受領しており、モニタリング結果のフィードバックも行われていることが確

認された。 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教科知識

教授法

実験デザイン

授業案

態度・モチベーション

非常に改善した

ある程度改善した

回答なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

探求型授業の理解

授業研究の重要性

教官の能力の向上

非常に高い

ある程度高い

それほどでもない
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３－３－３ 成果3 

「TTC（R/PTTCs）において理科の授業の継続的な改善に資する環境が整備される」 

成果3の達成状況は、以下の理由から「達成」と判断された。 

指標 結果 

3a. 作成された 

探求型授業の授業案の数 

（RTTC：50以上、PTTC：25

以上） 

 

 

 
 

・達成 

 RTTC PTTC 

中間レビュー時 25< 50 
（物理6、化学6、 
生物8、地球科学5） 

14<25 

終了時評価時 50 < 72 
（物理16、化学17、 

 生物22、地球科学17） 

25<41 

 

3b. 授業研究と探求型授業の

マニュアルが作成される。 

・授業研究（LS）及び探求型授業（ IBL）のハンドブック

（ “Introduction to Lesson Study” & “Introduction to 

Inquiry-based Science Lessons”）の最終版が作成され、TTC校

長、理科教官、POEの視学官に配布されている。 

3c. 計画に比して授業研究が

75％以上実施される。 

・達成 

授業研究の実施状況は以下のとおり。 

RTTC PTTC 

87.1％ 
（n＝5） 

78.3％ 
（n＝4） 

・評価調査団が訪問した5州のTTCの教官によると、授業研究は

計画に基づき実施されているとのことであった。 

・タケオ、カンダール、バッタンバンのPOE視学官とのインタ

ビューよると、授業研究はほぼ計画通り実施されている。 

・タケオのPTTCにおいては、実習校や近隣の学校の教員を交え

た授業研究を定期的に実施している。 

3d. 50％以上の初等及びRTTC

において、授業研究の概念が

研修プログラムに組み入れら

れる。 

・授業研究及びと探求型授業のコンセプトは、ESP（2009-13）、

教員開発マスタープランにも反映されている。 

・授業研究及び探求型授業のコンセプトは、2010年12月から初

等教員養成の新改訂リキュラムに導入された。 

・同様に、2011年11月からRTTCの新改訂カリキュラムに導入さ

れた。 

 

探求型授業及び授業研究のハンドブックを個人で所有をしているのは、プロジェクトの研修

に参加した教員に限定されている状況であり、質問票調査の結果から、養成校の訓練生及び実

習先の学校の教員に対するハンドブックの配布について高い要望があることが確認された。一

方で、一部のTTCにおいては、独自の予算あるいは教官の判断で同ハンドブックのコピーが配布

されており、訓練生が授業計画作成時等に活用していることが確認された。 

質問票調査の結果、探求型授業ハンドブックを持っている訓練生は、31人中19人で半数以上

が所有していることが確認された。 
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表３－３ 探求型授業ハンドブックを所有している訓練生の数 

 所有している 所有していない 合計 

RTTC 9 9 18 

PTTC 10 3 13 

合計 19 12 31 

 

表３－４ 探求型授業ハンドブックを所有している訓練生の数（データ追加後） 

 所有している 所有していない 合計 

RTTC 14 9 23 

PTTC 16 11 27 

合計 30 20 50 

 

質問票調査の結果、訓練生からハンドブックに関し以下のような要望が出された。 

・教員に対する配布 

・教員（特に実習校）に対する探求型授業に関する研修の実施 

・探求型授業及び授業研究の学校への拡大 

 

訓練生から出された要望の中で最も高かったものは教材・機材の提供であり、続いて、研修・

トレーニング、ハンドブックの配布、ボランティアの派遣となっている（図3-3参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 訓練生からのプロジェクトへの要望（自由記名式）（n＝30） 

 

TTCにおいて、探求型授業を反映した授業計画数は計画通り増加していることも確認された。

インタビュー調査を行った5州（タケオ、カンダール、コンポンチュナン、シェムリアップ）の

TTCによると、授業研究はほぼ計画通り実施されていると報告された。 

授業研究に関しては、TTCの中でも小規模なところでは、理科の教員数が少なく、効果的に授

業研究を実施するのが困難という状況も報告された。プロジェクトとしては理科教官数が少な

いTTCについては、他の科目との合同開催等を進めているものの時間的制約などから、難しいと

の声も聞かれた。一方で、質問票調査の結果から、既に5カ所のTTCにおいて、他の科目との合

同で開催されていることが確認された。 

専門家によると、JICAボランティア（理数科教師）の派遣も、TTCの理科教育の向上におい

て良い影響が出ているとのことであった。ボランティアはTTCに配属されているため、教官の

日々の活動を観察し助言や意見をすることができ、そのことによって養成校の教官の活動が促

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ハンドブック

教材

ボランティア

研修・トレーニング
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進されているようである。 

現在、理数科教師のボランティアの有志が集まり、ボランティアが派遣されていないTTCを訪

問する支援を行っている。 

 

３－３－４ 成果4 

「対象地域において、理科教育におけるINSETの実施計画が開発される」 

成果4の達成状況は、「達成の見込み」と判断された。 

指標 結果 

4a. 学校教員に対して実施

されたINSETの数 

・INSET対象校が6校から36校に拡大した。 

・2010年10月から、導入研修、教科研修、管理者研修（校長、POE

視学官）などが実施されている。 

4b. INSETの内容及び参加者

による評価 

・プロジェクトが2011年10月に実施した研修参加者による満足度

調査の結果は以下のとおりである。評価は、非常に不満足、や

や不満足、普通、満足、大変満足の5点方式で実施された。 

（n＝311） 
 授業研究に関

する教材 
探求型授業に

関する教材 
内容・指導方

法 

2011年10月 4.47 4.45 4.33 

・一方で、インタビュー調査において一部の参加者から5日間の

研修に対して内容が多すぎて難しかったなどのコメントが出

された。 

・INSETのモニタリングも行われており、その報告書によると、

パイロット校における指導法になんらかの変化がみられてい

るとのことである。 

4c. 「 INSET 実 施 計 画

（ “INSET Implementation 

Plan on Science”）」が作成さ

れる。 

・未達成 

・2012年7月に完成予定 

 

探求型授業及び授業研究ハンドブックの配布に関し、インタビュー調査の結果、INSETに参加

した理科教師だけに配布されているとのことであり、学内の理科の教師全員に対する同ハンド

ブックの配布の要望が出された。 

INSETパイロット校における変化については、校長/副校長に対して実施した質問票調査の結

果、探求型授業のコンセプトの導入や生徒の変化を含め、学校においてなんらかの変化がみら

れているとの回答であった。 
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図３－４ INSETパイロット校校長への調査結果（3月10日までの回収結果）（n＝8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５ INSETパイロット校校長への調査結果（3月15日までの回収結果）（n＝19） 

 

INSET対象校の校長への質問票調査に結果によると、探求型授業の実施において難しいものと

して、時間（回答者19人のうち19人）と機材（19人中9人）があげられている。時間については、

授業を計画するための準備の時間がこれまで以上にかかることと、授業そのものが従来型の授

業よりも時間がかかることの両方の意味を含んでいる。機材については、実験用機材と一般教

材の不足の双方があげられている。なかには、機材の使い方がわからないので、研修をしてほ

しいという要望もあった。 

 

３－４ プロジェクト目標と上位目標の達成見込み 

３－４－１ プロジェクト目標 

「対象地域において、理科の教員研修及びINSETの質が向上する」 

プロジェクト目標の達成状況は、以下の状況から「達成」と判断された。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

研修の理解

研修の有用性

探求型授業の実施状況

授業研究の有用性

生徒の変化

非常に高い

ある程度高い

それほどでもない

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

研修のわかりやすさ

研修教材の有用性

探求型授業の理解

探求型授業の実践状況

授業研究の有用性

生徒の変化

非常に高い

ある程度高い

それほどでもない

低い

無回答
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指標 結果 

a. TTC教官の理科授業の質が1～4

段階で3ポイント以上になる。 

 

 

 
 

・達成 

 RTTC PTTC 

ベースライン調

査結果（2008） 
3.0 2.4 

2012年2月 3.2 3.2 
 

b. INSETパイロット校における理

科の授業案の質が向上する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・2012年以前に、INSETパイロット校における授業案の質

の確認をしていないため、ベースライン調査時の授業観

察結果と2012年1月時における授業案の質を比較した。

・INSETパイロット校の理科教師の授業案の質（NTによ

る評価結果） 

 目的 構造 活動 

2012年1月 2.7 2.5 2.5 

・授業観察結果 

 目的 構造 活動 

ベースライン

調査結果 
2.3 1.5 1.8 

 

 

プロジェクトが実施した授業観察によると、全体的にTTCの教員の理科の授業の質は向上して

いるとのことであった。しかしながら、PTTCとRTTC間、PTTC間、RTTC間の差が見られるとの

ことであり、授業案の点数も2点から4点と差が確認された。 

探求型授業の導入に関しては、多くの訓練生が探求型の授業は生徒にとって旧来の授業法よ

りも良いと回答しており、生徒により多く考え、学ぶ機会を与える手法と捉えている。実際に

自分たちが教師になった際に実施できるかについては、日々探求型の授業に参加することによ

って、自分たちも探求型の授業を実施することができると考えている。 

既に探求型を反映した授業を実習授業で実施したことのある訓練生の多くが難しいと感じる

点の主なものとして、教材・機材の不足（主に実験用）、キークエスチョンの作成、授業中のク

ラスの管理、時間がかかることなどをあげている（表3-6参照）。また、アンケート及びインタビ

ューともに、「実験を行わない単元における探求型授業」の設計が難しいとの声が聞かれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６ 探求型授業を実施するうえでの困難・問題（自由記名方式）（n＝30） 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

時間がかかる

生徒の管理・グループワーク管理

キークエスチョンの作成

機材・教材不足
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インタビューの際にTTCの教員やINSET校の教師からもっと多く出されたコメントは、授業研

究への参加及び探求型授業を実施することに伴い、教官及び教員の拘束時間が長くなる点であ

る。多くの教官及び教員は、時間外に副収入を得る仕事に従事しているため、時間の調整が困

難となっているようである。また、探求型授業を行うことによって、時間内に授業が終了しな

い可能性があることやカリキュラム通り授業を終了させることができないという指摘も出され

た。 

生徒の変化に関しては、INSETパイロット校の教員によると、成績や出席率という形での変化

は見られないものの、以前よりも生徒が理科の授業楽しんでいる、あるいは楽しみにしている

感じがするとのことである。 

 

３－４－２ プロジェクトの上位目標 

「対象地域において、理科教員の指導力が向上する」 

指標 結果 

1. 録画された授業の評価結果が、

2010年2月の結果よりも向上する。 

 

・達成 

・PTTCの理科授業の質の変化 

* 関係性 プロセス 機会 総合点 

2010年10月 1.8 1.8 1.8 1.6 

2012年1月 3.8 3.3 3.0 3.5 

・RTTCの理科授業の質の変化 

 関係性 プロセス 機会 総合点 

2010年10月 1.6 1.1 1.5 1.4 

2012年1月 2.2 1.8 1.8 1.8 
*関係性＝目的と授業成果の関係性、プロセス＝学習プロセス 

機会＝考え、学ぶ機会 

 

３－４－３ スーパーゴール 

「対象地域の基礎教育（初等教育、前期中等教育）の質が向上する（MDGs達成に貢献する）」 
 

指標 結果 

1．生徒の能力の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・達成 

・生徒の学びの達成度については、プロジェクトでは、

科学思考力を問う試験を作成し、パイロット校及びコ

ントロール校において試験を実施した。その結果、パ

イロット校のプロジェクトが投入した分野において

統計的な有意が確認された。これによって、プロジェ

クト対象校の生徒の科学的思考力が向上しているこ

とが確認された。試験の結果は以下のとおりである。

 平均点 標準編差 

パイロット校 
（n＝214） 

6.17 2.141 

コントロール群

（n＝175） 
5.38 1.955 
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３－５ 実施プロセス 

３－５－１ プロジェクトの枠組みと実施 

全般的にプロジェクトの活動は予定通りに実施されていることが確認された。また、追加的

に援助協調/教員養成制度構築などの専門家を派遣するなど、ニーズに応じた柔軟な対応がなさ

れている。 

 

３－５－２ 技術移転の手法について 

TTCの教官へのインタビューの結果から、NTを核としたトレーニング方式は妥当であったと

判断された。探求型授業及び授業研究のハンドブックは、TTCの教官、INSET対象校の校長と理

科教員、POE視学官に配布されており、活用されていることが確認された。 

このように、研修の内容や教材について高く評価されている。 

 

３－５－３ 関係者間の調整 

2010年12月に中間レビュー調査団の際に、関係者間の連絡調整を円滑化するために、合同レ

ビュー委員会が設立された。 

また、プロジェクト専門家及び教育省関係者へのインタビュー調査によると、Sub-TWGの実

施回数が増えるに従い、関係者間の連絡調整がより円滑になったとのことである。 

 

３－５－４ 関係機関との調整・連携 

プロジェクトが教育省を支援して実施している教員研修Sub-TWGは、関係開発パートナーの

情報交換の場として機能している。2011年9月から新たに教員政策（Teacher Policy）のワーキン

ググループが設立され、JICAはユネスコとともにリードドナーとなった。これまでのプロジェ

クトの経験を政策の策定に活かすことが期待されている。 
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第４章 評価5項目による評価結果 
 

調査結果に基づき、プロジェクトの妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性について

レビューした。 

    

４－１ 妥当性 

カンボジア側の教育政策、ニーズ、日本側の対カンボジアODA政策等から検討した結果、妥当

性は非常に高いと判断された。 

    

（1）カンボジア政府の政策との整合性 

カンボジアの政策に関しては、教育戦略計画（Education Strategic Plan：ESP）（2009-2013）

においても、“教員研修（INSETを含む）改善”が優先プログラムの活動として記載されてお

り、対象グループであるTTCのニーズにも合致している。 

 

（2）日本側のODA政策との整合性 

日本のODA政策との整合性に関しては、対カンボジア国別援助計画において教育が重点分

野になっていることに加え、JICA国別援助実施方針及び、JICAが2010年9月に発表した「JICA

の教育分野の協力－現在と未来－」において、「次代の科学技術を担う研究者や高度人材を育

成するためには、初等・前期中等レベルの理数科教育を充実させ人材の裾野を広げることが

重要であり、当該分野で比較優位を持つ我が国の協力への期待が高い」と記載されており、

本プロジェクトの日本のODA政策と整合性があることが確認された。 

 

４－２ 有効性 

以下のような理由から、有効性は高いと判断された。 

    

（1）プロジェクト目標達成状況 

PDMに設定されたプロジェクト目標の指標の達成は確認された。 

成果1～4についても、一部達成されていない指標があったものの、大かた達成しているこ

とが確認されるとともに、達成されていない指標についてもインタビュー調査、視察等を通

じて達成の見込みが高いことが確認された。 

また、授業観察、聞き取り調査の結果からも、TTCの理科教官の授業が改善され、訓練生の

探求型授業の理解度も改善していることが確認された。 

 

（2）プロジェクト目標達成の要因 

全体的に理科の授業の質が向上していることが確認されたものの、PTTCとRTTC間、PTTC

間及びRTTC間、教官の間で格差が出てきていることも、あわせて確認された。 

INSETを実施したことに伴い、RTTCに関してはPOE視学課とパイロット校間の連携が構築

され始めているものの、PTTCに関しては探求型授業や授業研究の展開・推進のための地方政

府との連携体制が構築されていない状況である。 

技術面においては、プロジェクト終了後にモニタリング及び技術支援など、現在NT及びプ
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ロジェクト専門家が行っている活動がどのように継続されるかが不透明である。今般の調査

において確認されたとおり、プロジェクトが達成してきた成果を維持し、対象地域に探求型

授業及び授業研究を普及していくためには、支援体制の構築が求められる。 

 

（3）課題 

今般の調査において、関係者から実施の問題点として実験用の機材・材料及び予算の不足

が指摘された。教官・教師、訓練生が授業研究用の資料のコピーの作成費や実験材料費を出

すこともあるということだ。 

時間の制約についてもしばしば指摘された。探求型授業を実施するための準備、授業研究

に参加するための時間が必要となるが、これによって生活に影響が出るため、実施の徹底が

難しいとの声が聞かれた。 

また、探求型授業を実施すると時間内に授業を終えることができない、カリキュラムを終

了することが難しいとの声も聞かれた。 

 

４－３ 効率性 

全般的には実施の効率性は高いと確認された。 

    

（1）投入状況 

日本人専門家の投入においては、時期及び専門分野など効果的に実施された。さらに、マ

スタープラン作成支援専門家の追加など、効果的に行われた。C/Pとの関係も良好である。 

NTを研修し、TTCの教官の研修を行うというカスケード方式のトレーニングシステムは効

果的に機能していると判断された。NTは、教員養成研修及びINSETのどちらの活動において

も、計画、実施、モニタリング等において重要な役割を果たしていることが確認された。 

研修については、青年研修・インドネシアとの技術交換が行われ、日本及び近隣国の状況

の把握など、効果的に実施された。 

 

（2）JICAの他のスキーム及び開発パートナーとの連携 

本プロジェクトは、JICA協力プログラム「理数科教育改善プログラム」の下、他のスキー

ム（個別専門家「教育計画アドバイザー」、青年研修、ボランティア等）との連携により、相

乗効果を生み出している。教育計画アドバイザーが実施したスタディーツアーに教育省のC/P

が、青年研修にTTCの教官が参加している。 

また、ボランティアはTTCにおいて、探求型授業や授業研究の実施状況の把握、教官への支

援を行うなどの連携が取られている。 

開発パートナーとの連携においては、VVOB（ベルギーフランドル地方のセミ・ガバメント

援助機関）との合同研修の実施など、連携による相乗効果も出ている。 

 

４－４ インパクト 

インパクトは非常に高いと判断された。 
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（1）上位目標達成状況 

PDMの指標からみると、INSET対象校教員及びTTC教官による授業評価の結果は、2009年の

ベースライ調査結果を上回っており、達成したと判断される。ただし、今後継続的に活動が

実施されるためには、NT等の組織化が求められる。 

 

（2）政策面 

ESP2009-2013及び教員開発マスタープラン2010-2014において、探求型授業及び授業研究が

教員の必要な能力として明記された。また、新教員養成カリキュラムにおいて、探求型及び

授業研究が導入された。 

 

（3）その他の正負のインパクト 

TTDにおいても、独自の予算を用いて後期中等学校の教員を対象に授業研究に係るワーク

ショップを実施したことが報告されている。 

一部のTTCでは実習校との合同授業研究の実施など、活動が広がりを見せつつある。 

最終受益者である生徒へのインパクトについては、INSETパイロット校の生徒を対象に科学

的思考能力に関する試験が実施され、コントロール群との比較がなされた。この結果、プロ

ジェクトの投入が生徒の学びに影響していることが示された。 

負のインパクトについては確認されなかった。 

 

４－５ 持続性 

持続性は、プロジェクト終了後の実施体制が不明確なため、やや低めと判断された。 

    

（1）政策面 

政策面に関しては、ESP 2009-2013は、教育の質の向上のために教員研修を重要課題として

いる。また、最近策定された教員開発マスタープラン（2010-2014）により、教員研修の改善

のための関係援助機関の連携がさらに促進されることが期待される。 

 

（2）組織財政面 

組織・財政面に関して、正規教員養成においてはTTCによる教員養成制度は構築されている

が、プロジェクト終了後のTTCに対する継続的な支援を行うための予算確保の可能性について

は確認できなかった。 

また現職教員養成に関しては、教員開発マスタープランにおいて定期的なINSET制度に関す

る実施計画が2013年までに作成されることが明記されており、その具体的ステップが明確に

なることが期待される。教育省は、プロジェクトで育成されたNT及びTTCの理科教官を今後

も貴重な人材として活用していくと明言しており、具体的な体制についてプロジェクト終了

前に明示されことが期待される。 

 

（3）技術面 

技術面に関しては、NTは授業研究及び探求型授業に関する十分な知識・能力を習得してい

ると報告されており、現在は教員養成研修及びINSETともに研修の計画・実施・モニタリング
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において重要な役割を果たしている。 

中間レビューにおいても指摘されていた事項ではあるが、NTの効果的な活用体制について

は明確に示されていない。プロジェクトが達成した成果を維持・継続していくためには、教

員養成及びINSETの包括的な体制の検討が求められる。 

 

４－６ 効果発現に貢献した要因 

TTCは、カンボジアにおける教員の質の向上を担保する組織であり、全校（6RTTC、18PTTC）

を対象とした支援は適切であると判断される。 

また、関係開発パートナーとの積極的な協調、JICA協力プログラム「理数科教育改善プログラ

ム」の枠組みにおいて、日本の他のスキーム（個別専門家「教育計画アドバイザー」、青年研修、

ボランティア派遣）との連携により、相乗効果を生み出している。 

 

４－７ 問題点と問題を惹起した要因 

特になし。 

 

４－８ 結 論 

今回の調査結果から、プロジェクトは理科授業の質を向上するという目標の達成に向けて活動

を行っていると判断できた。PDMに設定されている指標についてもほぼ達成している。 

また、ESP2009-2013、教員開発マスタープランやTTCのカリキュラムへの探求型授業及び授業研

究の導入など政策レベルの効果的なインパクトを発現していることが確認され、探求型授業及び

授業研究がカンボジアにおける理科の授業の質の向上に貢献していることが確認された。 

一方で、以下の課題があげられる。 

教員養成に関しては、PTTCとRTTC、PTTC間、RTTC間の格差が確認されており、この格差是正

に係る方策が必要である。 

特に、PTTCに関しては、多くの実習校においては探求型授業や授業研究に係る研修が実施され

ておらず、モニタリング体制も確立されておらず、持続性に関し懸念が残る。 

INSETに関しては、RTTCと一般校の授業内容の格差が見られるとともに、一般校への普及に係

る計画が確認されていない。また制度構築に関しても、カンボジアから人的・財政的コミットメ

ントについて確認されていない。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

以上の調査結果を踏まえ、本案件に係る提言は以下のとおりである。なお、提言は①プロジェ

クトが終了する2012年8月末まで、②プロジェクト終了後に向けての2つに分けて記載する。 

 

【プロジェクト期間終了までに実施すること】 

５－１－１ 国立教員研修センター、地域教員研修センター、州教員研修センターの詳細計画

の共有 

教育省から、カンボジアにおける包的な教員研修を司る国立教員研修センター（National Center 

for Teacher Development：NCTD）、地域教員研修センター（ Regional Center for Teacher 

Development：RCTD）、州教員研修センター（Provincial Center for Teacher Development：PCTD）

に係る計画が共有された。本計画は、カンボジアのすべての教員にとって、将来、継続的専門

能力開発（Continuing Professional Development：CPD）の機会創出に貢献することが期待される。 

本計画は、今後、ESPの後半期間（2011-2013）に統合予定であり、同年3月後半開催予定の首

相を交えた教育年次協議において関連省庁及びドナーに対し、概要が報告される予定であるが、

少なくともプロジェクト終了前までには、より具体的な計画（内容、時期、スケジュール、担

当部署、予算・人的手当等）の共有が求められる。 

 

５－１－２ TTC間の格差 

第4章の5項目評価において指摘したが、TTC間の格差が広がっている。特にPTTC間では格差

が深刻であり、青年海外協力隊や他のドナー・NGOの介入がないため、比較的持続性が低いと

懸念されるPTTC対して、以下の方策が必要である。 

    

（1）PTTC間の知見共有型セミナーの実施 

本プロジェクト終了までに「モデル」となるPTTC（タケオなど）と他の養成校との経験・

情報共有の機会を通じ、今後のネットワーク体制の布石を打つ。 

 

（2）TTDの巻き込み 

特に初等教育視学官に対し、探求型授業と授業研究に係る基本的な研修が必要。 

 

５－１－３ 生徒レベルにおけるインパクトの確認 

中間レビューの提言を受け、2011年11月にプロジェクトにより、INSET対象校生徒に対する科

学的思考力を問う試験が実施された。本結果において、対象校と統制群を比較したところ、対

象校における点数がやや高いことが統計的有意をもって証明された。今後、定期的なINSET制度

構築に向け、必要なデータを把握すべく、プロジェクト終了前の2012年5月に同じ試験を8年生

に対して実施し、生徒レベルにおけるインパクトを確認し、成果をまとめる必要がある。 
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【プロジェクト終了後に向けた提言】 

５－１－４ 中核となる人材の活用 

NTは、STEPSAM2が提唱する探求型授業や授業研究に関する専門性が高く、技術的にかつ実

務的に助言を行うことができる。教育省は、これらの人材を、プロジェクト終了後に教員養成

の重要な人材として活用するとともに、今後開始されるINSETの核となる人材として具体的な組

織作りの一環として活用すべきと考える。特に、現在、教育省が構想を練っているNCTD、RCTD、

PCTDにおける人材として活用すべきである。 

また、彼らのキャリアの中でSTEPSAM2での経験を既存のシステムの中において、昇格・昇

進時に考慮するよう提言する。 

 

５－１－５ INSETの強化・INSETシステムの確立 

2010年に教育省から「教員開発マスタープラン」が発表され、2013年までに定期的なINSET

に係るアクションプランを策定することが戦略として掲げられた。これら教育省の動向を受け、

中間レビュー時に、STEPSAM2は、これまでの教員養成中心型だけではなく、INSETも同等のバ

ランスで実施することとなった。 

一方、教育省は「教員開発マスタープラン」において定期的なINSETに係る政治的なコミット

メントを発表したが、同プランを実施するための以下の3点に関し、必要な措置を取るよう提言

する。 

①INSETを担当する専門官及び事務職員の配置 

②INSETを担当する部署の一元化 

③必要な財政措置 

 

５－１－６ TTDの役割強化 

定期的なINSETを進めるにあたり、現場の学校視察及びモニタリングを担当するTTDの役割は

大変重要である。一方、今回の調査において、TTDでは、①視学官が十分に配置されていない、

②モニタリング経費（交通費など）不足、③探求型授業や授業研究に係る知識・能力不足、な

どの課題が確認された。 

今後、INSET制度を構築するにあたり、TTDを十分に巻き込み、視学官の能力開発のため、例

えば探求型授業や授業研究に係る基本的な研修を行うなどの取り組みが必要である。 

 

５－１－７ 他ドナーとの連携 

教育省は、本プロジェクトでの経験を教育省内部のみならず、他ドナーとも共有すべきであ

る。特に、ADBによるESDP IIIのプロジェクト準備技術援助（Project Preparation Technical 

Assistance：PPTA）とは、プロジェクト及びJICAカンボジア事務所で今後の連携に関し、既に協

議を進めつつある。現時点では、JICA及びADBにおいて次期計画を策定段階であるが、今後、

教育省がイニシアティブをもってJICAとADBの協力を連携・調整していくことが期待される。

なお、JICAは後継案件のSTEPSAM3において技術協力を行い、ADBは財政支援を行うなど、相

互補完のグッド・プラクティスとなることが期待されている。 
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５－２ 教 訓 

本案件を通した教訓は以下のとおりである。 

 

５－２－１ 政策レベルへの効果発現 

第4章の5項目評価「インパクト」の項目に記載のとおり、ESPや教員開発マスタープラン、改

訂されたカリキュラムにおいて授業研究及び探求型授業が、教育省の強いコミットメント及び

リーダーシップの下、政策文書に明記された。また、プロジェクトが積極的に教員研修Sub-TWG

に参加し、技術的支援を行うことで、必要な情報を得てタイミング良く対応することができ、

教育省と開発パートナーの双方から教員研修分野における第一人者であると認められ、政策決

定にかかわるようになった。 

 

５－２－２ JICA協力プログラムの連携（シナジー）効果発現 

本案件は、JICA協力プログラム「理数科教育改善プログラム」の中で、ボランティアや個別

専門家「教育計画アドバイザー」、青年研修、草の根無償資金協力、及び草の根技術協力ととも

に実施されている。 

本案件の成果を最大化するため、ボランティアはTTCやTTDに配属され、プロジェクトの活動

をフォローアップするとともに、活動結果をプロジェクトにフィードバックしている。また、

本案件の重要なC/Pの能力開発のため、青年研修のスキームを利用し、本邦研修を実施している。

教育計画アドバイザーは、STEPSAM2の知見を活用し、政策文書の策定に貢献している。この

ように、カンボジア基礎教育セクターにおける支援形態は、JICA協力プログラムのシナジー・

連携効果におけるグッド・プラクティスといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－２－３ 教員研修案件における学校レベルでの成果発現 

教員研修案件は、TTCの教官の指導力向上だけではなく、質の高い効果的な授業を生徒に供給

することが最終的な目的である。確かに、生徒へのインパクトを測るには時間が必要であり、

多様な要因の総合的作用に拠るといえるものの、成果の見せ方として、現場の学校レベルにお

ける生徒の変化やインパクトを確認する手法・指標（例えば、学習達成度、ドロップアウト率、
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進級率、修了率など）をプロジェクト形成段階から工夫し、確認すべきである。 

教員研修と学力向上との直接的な因果関係の実証は容易ではないが、「教員の指導法の変化」

→「授業中の生徒の学習活動の変化」→「生徒の学力向上」というロジックモデル（仮説）を

順に検証することで効果を説明し、それらを案件実施・運営する中で実証していくことが肝要

である。また、教員が抱える課題は何か、そのうち研修で改善できる能力は何かという問題分

析から、教員が抱える課題に応じた研修計画の策定・実施・評価、研修で得た知識・技術を授

業で実践することによって授業が改善されたのかに関する授業の評価まで一貫した指標を設定

し、評価を行うことが重要である。 

 

５－２－４ 教員研修案件に係る南南協力・三角協力、アジア地域ネットワーク化 

本邦研修及び他国との技術交換は、カンボジアC/Pにとって視野を広げ、先入観を変え、能力

を向上させる有益な機会である。今後、近隣のアジア地域で教員研修案件を実施している国々

と知見を共有するためのネットワークを構築することが望まれる。このような観点において、

三角協力及び南南協力は、各国C/Pの能力開発に貢献できるといえる。 

本邦研修やインドネシアとの技術交換は、カンボジアC/Pにとって、有益かつ刺激を与える機

会になった旨、報告されている。なお、探求型授業手法に関しては、カンボジアでの先駆的な

取り組みを他国に紹介することにより、一方的に研修を受ける側だけではなく、研修の講師と

して活躍する場が与えられ、C/P自身のインセンティブの向上、能力強化に貢献できる。 
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